
平成２７年度 大淀川・小丸川学識者懇談会

開 催 日：平成２７年９月２９日（火）

開催時間：１４：３０～１７：１０

開催場所：宮崎河川国道事務所 別館３F会議室

次 第

１．開 会 １４：３０～

２．挨 拶 宮崎河川国道事務所 所長

３．委員紹介

４．懇談会の目的と規約、実施スケジュールの確認

５．委員長の選出

６．挨 拶 大淀川・小丸川学識者懇談会 委員長

７．議 事

１）第２回 大淀川水系学識者懇談会 整備計画点検 １４：５０～

①これまでの点検経過

②整備計画の概要

③社会情勢の変化

④河川整備の進捗・実施状況

⑤河川整備計画内容の点検

２）大淀川水系河川改修事業 事業再評価 １５：３０～

①当面の整備予定に対する経済効果等

３）大淀川水系環境整備事業 事業再評価 １５：５０～

①当面の整備予定に対する経済効果等

休憩 １６：２０～

４）第１回 小丸川水系学識者懇談会 整備計画点検 １６：３０～

①整備計画の概要

②社会情勢の変化

③河川整備の進捗・実施状況

④河川整備計画内容の点検

８．その他（今後の予定等）

９．閉 会



大淀川学識者懇談会規約 
(名称) 
第 1 条 本会は、「大淀川学識者懇談会」( 以下「懇談会」という。)と称する。 
(目的) 
第 2 条 懇談会は、大淀川水系河川整備計画（国管理区間）（以下、「整備計画」という。）

策定後の流域の社会情勢の変化や地域の意向、河川整備の進捗状況や進捗の見通し等を適

切に反映するために、継続的に行う内容の点検及び必要が生じた場合に作成する整備計画

の変更の原案について意見を述べるものとする。また、整備計画に基づいて実施される事

業のうち、事業評価の対象となる事業について、九州地方整備局長が設置する事業評価監

視委員会に代わって審議を行うものとする。 
(組織等) 
第 3 条 懇談会は、九州地方整備局長が設置する。 

2 懇談会の委員は、学識経験を有する者のうちから、九州地方整備局長が委嘱す 
る。 

3 懇談会の委員の任期は原則として２年とし、再任を妨げない。 
4 懇談会は、必要に応じて委員以外の者に対し、懇談会の場で意見を求めること 
ができる。 

(懇談会の成立) 
第 4 条 懇談会は委員総数の２分の１以上の出席をもって成立する。 
(委員長) 
第 5 条 懇談会には委員長を置くこととし、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は懇談会の運営と進行を総括し、懇談会を代表する。 
3 委員長が事故等の理由により出席できない場合には、委員長があらかじめ指名 
する者が職務を代行する。 

(公開) 
第 6 条 懇談会の公開方法については、懇談会で定める。 
(事務局) 
第 7 条 事務局は、国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所に置く。 
(規約の改正) 
第 8 条 懇談会は、この規約を改正する必要があると認めるときは、委員総数の 3 分の 2 

以上の同意を得てこれを行うものとする。 
(その他) 
第 9 条 この規約に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、懇談会にお 

いて定める。 
(附則) 

この規約は、平成２５年１２月１０日より施行する。 
 



【委　員】

氏　名 所属・役職 分　野

甲斐　亮典 前・宮崎県文化財保護審議会　会長 文化財

神田　猛
宮崎大学　農学部　附属ﾌｨｰﾙﾄﾞ科学教育研究ｾﾝﾀｰ
延岡ﾌｨｰﾙﾄﾞ（水産実験所）附帯施設長　　教授

魚類・漁業

黒岩　一夫 前・宮崎県土地改良事業団体連合会　常務理事 水利

杉尾　哲
宮崎大学　名誉教授
NPO法人　大淀川流域ネットワーク　代表理事

河川工学

鈴木　祥広
宮崎大学　工学教育研究部
社会環境システム工学科　教授

水環境

平岡　直樹
南九州大学　環境園芸学部　環境園芸学科
地域景観学研究室　教授

景観

松浦　里美
弁護士
平成２７年度 宮崎県公共事業評価委員会　委員

法律・経済

皆川　朋子 熊本大学大学院　自然科学研究科　准教授 河川生物

村上　啓介
宮崎大学　工学教育研究部
社会環境システム工学科　准教授

水工学・海岸

※五十音順　敬称略

大淀川学識者懇談会



小丸川学識者懇談会規約 
(名称) 
第 1 条 本会は、「小丸川学識者懇談会」( 以下「懇談会」という。)と称する。 
(目的) 
第 2 条 懇談会は、小丸川水系河川整備計画（国管理区間）（以下、「整備計画」という。）

策定後の流域の社会情勢の変化や地域の意向、河川整備の進捗状況や進捗の見通し等を適

切に反映するために、継続的に行う内容の点検及び必要が生じた場合に作成する整備計画

の変更の原案について意見を述べるものとする。また、整備計画に基づいて実施される事

業のうち、事業評価の対象となる事業について、九州地方整備局長が設置する事業評価監

視委員会に代わって審議を行うものとする。 
(組織等) 
第 3 条 懇談会は、九州地方整備局長が設置する。 

2 懇談会の委員は、学識経験を有する者のうちから、九州地方整備局長が委嘱す 
る。 

3 懇談会の委員の任期は原則として２年とし、再任を妨げない。 
4 懇談会は、必要に応じて委員以外の者に対し、懇談会の場で意見を求めること 
ができる。 

(懇談会の成立) 
第 4 条 懇談会は委員総数の２分の１以上の出席をもって成立する。 
(委員長) 
第 5 条 懇談会には委員長を置くこととし、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は懇談会の運営と進行を総括し、懇談会を代表する。 
3 委員長が事故等の理由により出席できない場合には、委員長があらかじめ指名 
する者が職務を代行する。 

(公開) 
第 6 条 懇談会の公開方法については、懇談会で定める。 
(事務局) 
第 7 条 事務局は、国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所に置く。 
(規約の改正) 
第 8 条 懇談会は、この規約を改正する必要があると認めるときは、委員総数の 3 分の 2 

以上の同意を得てこれを行うものとする。 
(その他) 
第 9 条 この規約に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、懇談会にお 

いて定める。 
(附則) 

この規約は、平成２７年９月２９日より施行する。 
 



【委　員】

氏　名 所属・役職 分　野

甲斐　亮典 前・宮崎県文化財保護審議会　会長 文化財

神田　猛
宮崎大学　農学部　附属ﾌｨｰﾙﾄﾞ科学教育研究ｾﾝﾀｰ
延岡ﾌｨｰﾙﾄﾞ（水産実験所）附帯施設長　　教授

魚類・漁業

黒岩　一夫 前・宮崎県土地改良事業団体連合会　常務理事 水利

杉尾　哲
宮崎大学　名誉教授
NPO法人　大淀川流域ネットワーク　代表理事

河川工学

鈴木　祥広
宮崎大学　工学教育研究部
社会環境システム工学科　教授

水環境

平岡　直樹
南九州大学　環境園芸学部　環境園芸学科
地域景観学研究室　教授

景観

松浦　里美
弁護士
平成２７年度 宮崎県公共事業評価委員会　委員

法律・経済

皆川　朋子 熊本大学大学院　自然科学研究科　准教授 河川生物

村上　啓介
宮崎大学　工学教育研究部
社会環境システム工学科　准教授

水工学・海岸

※五十音順　敬称略

小丸川学識者懇談会



入　口

平成27年度　大淀川・小丸川学識者懇談会　座席表

宮崎大学 名誉教授

ＮＰＯ法人大淀川流域ネットワーク 代表理事

杉尾 哲

宮崎大学工学教育研究部
社会環境システム工学科 教授

鈴木 祥広

宮崎県弁護士会 会員
平成27年度宮崎県公共事業評価委員会 委員

松浦 里美

宮崎大学農学部付属フィールド科学
教育センター 教授

神田 猛

前・宮崎県文化財保護審議会 会長

甲斐 亮典

前・宮崎県土地改良事業団体連合会 常務理事

黒岩 一夫

宮崎大学工学教育研究部

社会環境システム工学科 准教授

村上 啓介

調査第一課長
東 和彦

事務所長
竹林 秀基

技術副所長
竹下 真治

委 員 長

熊本大学大学院自然科学研究科 准教授

皆川 朋子

河川管理課長
坂本 正己

事務局 事務局

事務局 事務局

傍聴（行政機関） 傍聴（行政機関）

記
者
席

記
者
席

傍聴（行政機関） 傍聴（行政機関）



学識者懇談会の目的

１．整備計画内容の点検を継続的に実施する
・流域の社会情勢の変化、地域の意向
・事業の進捗状況及び見通し など

２．整備計画変更の必要性が生じた場合に変更原案
に対して意見を述べる

３．内容の点検においては、３年に一度実施する事
業再評価（継続や見直し等）や事業完了後５年
以内に実施する事後評価についての審議を行う

資料 – １



学識者懇談会の開催予定

大淀川河川整備計画の点検・変更等

H18 … H25 H26 H27 H28 H29 … 備考

整備計画の
策定・変更

策定 H18.3

… …
変更 必要な場合に実施 必要な場合に集中開催

整備計画の
点検・再評価

点検 ● ● ○ ○
毎年開催を予定
整備計画策定スケジュールを考慮

再評価 ● ● ３年に１度の開催を予定

小丸川河川整備計画の点検・変更等

H25 H26 H27 H28 H29 … 備考

整備計画の
策定・変更

策定 H2５.8

…
変更 必要な場合に集中開催

整備計画の
点検・再評価

点検 ● ○ ○ 毎年開催を予定

再評価 ○ ３年に１度の開催を予定

● ： 実施済み
● ： 今回実施
○ ： 今後の予定



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

大淀川水系河川整備計画の点検について

平成２７年９月

九州地方整備局 宮崎河川国道事務所

資料 – ２



1

■河川整備計画点検の流れ

（１）これまでの点検経過

（２）整備計画の概要

（３）社会情勢の変化

（４）河川整備の進捗・実施状況

（５）河川整備計画内容の点検



2

（１） これまでの点検経過

河
川
整
備
の
実
施

Ｈ１８．３ 大淀川水系河川整備計画 策定

・流域の社会情勢の変化、地域の意向
・事業進捗状況及び見通し

Ｈ２５．１２ 河川整備計画 第１回 点検

・流域の社会情勢の変化、地域の意向
・事業進捗状況及び見通し

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第２回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況社会情勢の変化

河川整備の進捗・実施状況社会情勢の変化



3

（１） これまでの点検経過 第１回 点検の議事

Ｈ２５．１２ 河川整備計画 第１回 点検

・気象条件も劇的に変化している中、近年の気象条件に適
応できるような整備計画についても、検討し考えて頂きた
い。

・治水を考える上でソフト対応は非常に大切な部分なので、
「水害に強い地域づくり委員会」における提言内容の実施
状況を示して頂きたい。

・河川環境の整備と保全の実施状況を示して頂きたい。

など

→ 検討実施中

→ 事業実施状況で今回提示

→ 事業実施状況で今回提示



4

（２） 大淀川水系河川整備計画の概要 河川法

河川整備基本方針
第十六条

河川管理者は、その管理する河川について、計画高
水流量その他当該河川の河川工事及び河川の維持に
ついての基本となるべき方針に関する事項を定めてお
かなければならない。

河川整備計画
第十六条の二

河川管理者は、河川整備基本方針に沿って計画的に
河川の整備を実施すべき区間について、当該河川の整
備に関する計画を定めておかなければならない。

内容 基本方針
基本高水、計画高水流量等

内容 河川整備の目標
河川工事、河川の維持の内容



5

■本計画で定めた以下の治水・利水・環境に関する目標の達成に向け、河川整備を実施します。

治 水

昭和57年8月洪水と同規模の洪水に対し、破堤等による甚
大な被害を防止する対策を行います。

この他「堤防質的整備」や「内水対策」及び 「地震・津波
対策」等についても、必要に応じて対策に努めます。

利 水

○取水実態等の変化をふまえ、慣行水利の法定化等、適
正な水利使用の調整を行います。

○動植物の生息・生育、漁業等に必要な流量を下回らな
いように努めます。

環 境

○魅力的で活力あふれる大淀川とするために、豊かな自然
環境と調和した空間として活用・保全を目指します。

○大淀川における山から海までの連続性に配慮して、水
量・水質、地域のつながりなどの視点から、川と人と
の交流と共生、住民参加による川づくりを目指しま
す。

（２） 大淀川水系河川整備計画の概要 整備計画の目標

→→ →

→

←

→ 地点名 期別 流量

高岡 通年 概ね26m3/s

流水の正常な機能を維持するため必要な流量

○長期的な視野に立ち総合的負荷低減対策等により更な
る水質の改善を目指します。

○大淀川における動植物の多様性の確保、景観、流水の清
潔の保持など河川環境の保全や形成を目指します。

※括弧書きは、既設ダムによる洪水調節前の流量

河道整備流量配分図
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国土交通省による 施工
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■河川激甚災害対策特別緊急事業の主な考え方
（目的）
平成17年9月出水と同規模の洪水に対して、
外水氾濫及び内水による床上浸水被害の軽減
を図る。

（整備内容）
【国土交通省】

総事業費：240億円、全12地区
事業内容：河道掘削、築堤、内水対策等

本庄川

深年川

大淀川

赤谷地区（大淀川26k付近左岸）

築堤 築堤
楠見地区（大淀川23k付近右岸） 高岡地区（大淀川22k付近左岸）

築堤

（２） 大淀川水系河川整備計画の概要 激特事業

平成１７年９月の台風１４号洪水を契機とし、河川激甚災害対策特別緊急事業が採択され、平成17～21年度の5ヶ年間で河道掘削・築堤・

内水対策等を緊急的に実施。

大淀川激甚災害対策特別緊急事業の概要

築堤
吉野地区（本庄川4～5k付近右岸）

糸原地区（大淀川15k付近左岸）

築堤

平成17年9月4日～6日洪水（台風14号）
柏田地点流量：9,470m3/s（観測史上最大）
床上浸水 3,834戸、床下浸水 872戸

宮崎市吾妻町 水防活動状況
大淀川左岸2k800

宮崎市高岡町赤谷 国道10号 浸水状況
大淀川左岸26k000景観を考慮した特殊堤整備
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（２） 大淀川水系河川整備計画の概要 激特事業の環境配慮
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※事業箇所については、
国土交通省による 施工
箇所のみの記載

本庄川

深年川

大淀川

河川激甚災害対策特別緊急事業において、ワンド保全や景観配慮など、環境面における配慮を行い事業を実施。

本川下流地区（大淀川5～9k付近）

河道掘削
ワンド保全

福島地区（大淀川4～5k付近）

築堤
景観糸原地区（大淀川15～16k付近）

築堤
ワンド保全

下北方地区（大淀川10k付近）

築堤
ワンド保全

赤谷地区（大淀川25k～ 26k付近）

築堤
景観

木脇地区（深年川0k～ 1k付近）

築堤
河畔林保全

樋門川表開水路

河畔林
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資料）気象庁資料より作成

１時間降水量80mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

・１時間降水量の年間
発生回数

・全国約1300地点の
アメダスより集計

（３） 社会情勢の変化 降雨量の増加
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最上川
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白川

加
古
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弥陀次郎川

堤防決壊
L=50m

矢
部
川

H24九州北部豪雨（7月）

白川
（熊本市）

矢部川

矢部川（福岡県柳川市）

H24 九州北部豪雨（7月）

福岡県大野城市乙金（九
州縦貫自動車道 福岡Ｉ
Ｃ～太宰府ＩＣ 上り・
下り）のり面の崩落。

相野谷川

和歌山県田辺市熊野

H23 台風12号（9月）

河道閉塞

H25 島根・山口豪雨（7月）

H25 台風18号（9月）

（３） 社会情勢の変化 災害の発生状況

鹿児島県さつま町

がけ崩れ

H22 梅雨前線（7月）

■近年、豪雨や台風等により、各地で甚大な被害が発生

H24九州北部豪雨（7月）

山国川（大分県本耶馬渓町）

H26 台風12号（8月）

仁淀川（高知県日高村）

鬼怒川（茨城県常総市）

H27 台風18号（9月）
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昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

旧宮崎市 234,347 264,855 279,114 287,352 300,068 305,755 310,123 316,198

旧清武町 11,765 14,528 16,629 22,507 27,127 28,755 28,696 28,891

旧田野町 9,856 10,806 11,417 11,645 12,428 12,321 11,580 11,025

旧佐土原町 22,715 26,932 29,607 30,758 31,827 32,499 32,981 32,941

旧高岡町 12,474 12,630 12,698 12,818 12,941 12,848 12,213 11,528

計 291,157 329,751 349,465 365,080 384,391 392,178 395,593 400,583

旧都城市 118,289 129,009 132,098 130,153 132,714 131,922 133,062 134,050

旧山之口町 7,106 7,773 7,743 7,614 7,561 7,322 6,935 6,635

旧高城町 12,727 13,591 13,804 13,321 12,915 12,570 11,944 11,191

旧山田町 8,597 8,997 8,932 8,781 8,811 8,615 8,288 7,809

旧高崎町 12,907 13,285 13,151 12,724 12,053 11,383 10,726 9,917

計 159,626 172,655 175,728 172,593 174,054 171,812 170,955 169,602

19,050 19,864 21,161 21,339 22,130 22,367 21,692 20,909

7,339 7,264 7,309 7,385 7,419 7,596 7,478 7,224

477,172 529,534 553,663 566,397 587,994 593,953 595,718 598,318

注1） 市町村別人口は、「国勢調査報告(総務省統計局)」によります。

注2） 宮崎市合併日は、平成18年1月1日（田野町、佐土原町、高岡町）、平成22年3月23日（清武町）です。

注3） 都城市合併日は、平成18年1月1日（山之口町、高城町、山田町、高崎町）です。

綾　町
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河川整備基本方針における基本高水のピーク流量 9,700m3/s

既往最大洪水：約10,500ｍ³/ｓ
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昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

合計

宮崎市

都城市

国富町

綾 町

人
口(

人)

年度 宅地等 田畑等 山林等

S51 5.4% 26.1% 66.4%

H9 8.3% 23.6% 66.0%

H21 9.3% 21.5% 67.3%

流域内人口の変化

年最大流量の変化
土地利用状況の変化

■流域内の主要市町及び流域内人口は近年大きな変化はみられない。
■河川整備計画策定後、基準地点において河川整備計画を上回る洪水は発生していない。
■流域内の土地利用は、宅地10％、田畑等22％、山林68％となっている。

（３） 社会情勢の変化 流域内人口の変化 等

昭和51年 平成9年 平成21年

※ 昭和35年以前は、実績流量が整備されていないため、雨からの推算値（数値はダム・氾濫戻し後流量）
※ 平成25年は、平成24年H～Q式による推算値

流域関連主要市町の人口

凡 例

： 山林等

： 田畑等

： 宅地等

大淀川水系河川整備計画策定

河川整備基本方針策定
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都城市街部
都城市街部

流域の開発状況

■宮崎県・鹿児島県・熊本県の3県にまたがる大淀川流域は、南九州を代表する大河川であり、宮崎港や宮崎
空港を有する宮崎都市圏や、南九州の中核を担う都城都市圏等、宮崎県の2大拠点都市を貫流している。

■大淀川流域内では、東九州自動車道や国道10号都城道路をはじめとする道路整備も盛んに取り組まれてお
り、これらの開発等に伴う、生活利便性の向上、産業活動の活性化等の促進により、大淀川流域では、今後
も、周辺地域も含めた広域的な開発・発展への更なる期待が高まっている。

（３） 社会情勢の変化 開発状況

東

九

州

自

動
車

道 宮崎西IC

国 道 10 号

大淀川

宮崎西IC付近の状況（宮崎県HPより、一部加筆）

国道10号都城道路の状況
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区
分項目

年間推計値
（万人）

利用状況の割合
（平成21年度）

利
用
形
態
別

スポーツ 43.4

釣り 18.2

水遊び 1.4

散策など 77.0

合計 140.0

利
用
場
所
別

水面 2.8

水際 18.2

河川敷 85.4

堤防 33.6

合計 140.0

■河川空間は、散策・釣り・スポーツ・花火大会・自然観察等の各種イベント等に多目的に利用されている。

河川空間利用実態調査結果（平成21年度調査）

（３） 社会情勢の変化 河川利用の状況

○ 年間河川空間利用状況
三本松運動広場(ゲートボール)
12.98～13.18km 森永農村広場(運動公園)
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12.85～13.05km

瓜生野地区(市民緑地)
10.20～10.40km

大淀川学習館

水辺の楽校

ゴルフ場(市民緑地)
9.10～11.10km

下小松地区(市民緑地)
6.60～9.10km

大塚地区(市民緑地)
5.35～6.50km
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3.90～4.10km

橘公園(公園)
3.15～3.65m

緊急用通路

橘用地区(市民緑地)
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志比田地区(市民広場)
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牧草地

川東地区(市民緑地)

大淀川

本庄川

綾北川

深年川

八重川

有水川
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庄内川

沖水川
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水際
13%

高水敷
61%

堤防
24%

散策

釣り

カヌー

水遊び

野鳥観察会

大淀川納涼花火大会



13

大淀川下流部大淀川下流部

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業①

13

※：H27施工中

※

白塗り・着色文字

色塗り・白色文字

斜めに着色
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業②

大淀川上流部大淀川上流部

※：H27施工中

白塗り・着色文字

色塗り・白色文字

斜めに着色
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河道掘削・・・本庄地区の事例河道掘削・・・本庄地区の事例

本庄地区

＜整備概要＞

・流下能力向上のため河道掘削を実施し、整備計画目標

流量を安全に流下させる

・河道掘削土量 約２．５万m3

・Ｈ２６年度完了

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業③

整備後

深
年
川

深
年
川
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堤防質的整備 浸食対策・・・上野町地区の事例堤防質的整備 浸食対策・・・上野町地区の事例

上野町地区

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業④

＜整備概要＞

・堤防の浸食対策として、捨石

及び水制工を設置

・対策延長 約１．１km

・平成２６年度完了

大
淀
川

景観及び利用を考慮して捨石を滑らかに配置

環境配慮
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津波高潮対策・・・八重川地区の事例津波高潮対策・・・八重川地区の事例

八重川地区

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業⑤

整備イメージ

起工式（H27.9.5）

環境配慮

設計段階より地元と共同で検討を行い、
景観及び利用を考慮した構造を検討

＜整備概要＞

・地震津波対策として堤防を新設

・築堤約1100m、地盤改良１式、樋門３基

・平成２７年度現地着手、平成３０年度完了

見込み
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 環境整備事業①

大淀川下流部大淀川下流部
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 環境整備事業②

大淀川上流部大淀川上流部
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低低水路
（宮崎県）

拠点整備
（宮崎県）

送水管
（国）

取水施設
（国）

注水地点

環境整備事業の実施状況環境整備事業の実施状況

■平成8年度より大淀川下流部に位置する水流川の水量の確保及び水辺に触れあうことのできる河川空間の創出を目的として、国
において取水施設と送水管、宮崎県において拠点と低低水路の整備を実施。

■取水施設・送水管等の設置等が完了、平成26年度に導水施設の試験運転を開始。
■現在は、水質・魚類を対象にモニタリング調査を継続中、平成27年度にモニタリング調査が完了予定。

■ 水流川の環境整備〔河川再生〕■ 水流川の環境整備〔河川再生〕

【整備前の状況（H18）】

【整備の概要】

「水流川を守る会」による川遊びイベント

（４） 河川整備の進捗・実施状況 環境整備事業③

【整備後の状況（H27.8） 】
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 環境整備事業④

環境整備事業の実施状況環境整備事業の実施状況

■平成１９年度から平成２１年度にかけて、大淀川の親水性向上を目的として、階段護岸工、坂路工等の整備を実施。

■ カヌー昇降場の整備■ カヌー昇降場の整備

【宮崎市 宮崎商業高校前】 【宮崎市 道の駅高岡前】

整
備
後
状
況
写
真

利
活
用
状
況
写
真

【綾町 三本松運動公園】
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【工程表】
工 種 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

高水敷整正

護岸工

階段工・付帯工

管理用通路

測量設計

モニタリング調査

川の駅

萩原川

岳下鉄道橋

大
淀
川

歌舞伎橋

多目的広場

水辺の交流ゾーン

ネットワークルート
（フットパス）

【整備イメージ】

水辺の交流ゾーン・ネットワークルート（川の駅周辺） 多目的広場（梅北川合流点）

大淀川

川の駅

高水敷整正

護岸整備

坂路

管理用通路

護岸整備

階段

坂路

階段
管理用通路

護岸整備

管理用通路

梅北川

萩原川

（４） 河川整備の進捗・実施状況 環境整備事業⑤

環境整備事業の実施状況環境整備事業の実施状況

■ 都城市「川の駅」周辺の整備■ 都城市「川の駅」周辺の整備

■大淀川と「川の駅」の周辺の魅力を活かした地域活性化、様々な世代が集う水辺拠点を創造し地域交流の促進を図るとともに、
河川利用者の安全性の向上、河川巡視・河川管理の円滑化を図るため、高水敷整正、管理用通路、坂路・階段、護岸整備を整
備する。
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(50音順)
委員 井上 巌 宮崎県土地改良事業団体連合会副会長
〃 岩切 康二 岩切環境技研(株)技術部長
〃 海老原 邦子 宮崎県建築士会宮崎支部副支部長
〃 川﨑 好 宮崎県自治会連合会会長
〃 木佐貫 ひとみ フリーパーソナリティー
〃 繁竹 治顕 NHK宮崎放送局　放送部長
〃 菅原 正之 UMKテレビ宮崎　報道部長

委員長 杉尾 哲 宮崎大学教授
委員 園田 米男 宮崎日日新聞社論説委員会副会長
〃 出口 近士 宮崎大学工学部助教授
〃 原田 隆典 宮崎大学工学部教授
〃 本山 三明 宮崎県消防長会長
〃 湯浅 和憲 MRT宮崎放送　ラジオ局長
〃 吉川 忠男 宮崎県消防協会会長

大淀川水系水害に強い地域づくり委員会

ソフト対策の実施状況（危機管理対策）ソフト対策の実施状況（危機管理対策） ■平成17年9月出水を受け、「大淀川水系水害に強い地域づく
り委員会」にて、流域全体で取り組むソフト対策の基本方針
が提言された。

■ 大淀川水系水害に強い地域づくり委員会■ 大淀川水系水害に強い地域づくり委員会

■台風14号水害による課題の整理■台風14号水害による課題の整理

■水害に強い地域づくりの方向性■水害に強い地域づくりの方向性

1．地域の課題 ①高齢者など災害時要援護者や地域全体の避難体制が不十分
②避難経路・避難方法などの確認が不十分
③多くの住民が家屋の浸水を未想定
④避難場所において、食料等への過大な要求
⑤新興住宅地において大きな浸水被害が発生
⑥地域の水防団だけでは、十分な対応が困難

2．情報連絡・
情報提供の課題

①自治会加入世帯の低下・情報連絡系統の未整備
②防災情報を広報車等で提供する場合、暴風雨や雨戸を閉めた屋内では聞き取りにく

く、情報が正確に伝わらない
③防災情報提供において宮崎市を中心とした主要都市部の情報に偏り、地方部の情

報提供不足
④停電によりテレビやインターネットなどからの防災情報が入手不可
⑤都市部において防災無線の低い整備。整備済み箇所でも施設の老朽化等の課題
⑥避難場所・避難経路の情報が適切に提供されなかったため、特定施設への集中に伴

う施設能力の限界、再移動に伴う危険な避難行動が発生

3．自治体など
の課題

①避難勧告等の発令が遅れ、危険な状態に避難実施
②指定避難場所が避難場所としての機能を発揮していない
③災害時要援護者への情報提供、避難体制が不十分
④ボランティア受け入れ体制の確保
⑤防災拠点の浸水被害

4．まちづくり
の課題

①浸水実績の都市計画への反映
②都市化による浸水被害の拡大
③浸水した道路を利用した危険な避難
④油流出による2次被害の発生

1．水害発生前
の取り組み

①水害に強い人づくりの推進
自助、公助、共助のバランスのとれた地域防災力の再構築
地域コミュニティーの再構築、防災学習の推進
安全な避難経路や避難方法の確認
要援護者の磯方法検討

②情報伝達のための環境づくりの推進
わかりやすい情報を多様な手段で提供
地域住民の情報共有化、地域情報連絡網の再構築
災害時要援護者の支援体制構築

③水害に強いまちづくりの推進
地域住民自らが浸水に強い住み方への転換
雨水流出の抑制、安全な避難経路・避難場所の整備

④水害に強い防災拠点づくりの推進
災害時における防災拠点、防災施設の機能確保

【基本理念】
リメンバー9.6 台風14号
～台風14号を教訓に～

2．水害発生中
の取り組み

リアルタイムの防災情報、適切な避難情報の提供に基づき、住民自らの状況判断によ
る迅速かつ安全な避難

3．水害発生後
の取り組み

関係機関・団体、企業等が連携した復旧体制の組織化
ボランティア受け入れ体制の確立
コーディネート体制の確立

提言書受け渡しの様子(H18.8.17) 委員会の様子

（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策①
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ソフト対策の実施状況（提言に基づく実施例）ソフト対策の実施状況（提言に基づく実施例）

(１)水害に強い人づくりの推進(１)水害に強い人づくりの推進

防災学習の推進防災学習の推進

(２)情報伝達のための環境づくりの推進(２)情報伝達のための環境づくりの推進

(３)水害に強いまちづくりの推進(３)水害に強いまちづくりの推進

雨水流出抑制対策の推進雨水流出抑制対策の推進
安全な避難経路・復旧路の整備安全な避難経路・復旧路の整備

避難路・復旧路の点検・見直し・整備

（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策②

教育委員会と協力して作成した防災学習教材（Ｈ２６）

防災リーダーの育成防災リーダーの育成

宮崎県地域防災士養成研修（Ｈ２７）

防災情報伝達手段の多様化防災情報伝達手段の多様化

地デジによる河川防災情報（Ｈ１９～）

防災情報の共有防災情報の共有

浸水情報看板（Ｈ１９～）

宮崎市地域防災計画（Ｈ２７）に位置づけられた
雨水流出抑制の指導推進

防災学習の実施

(４)水害に強い防災拠点づくりの推進(４)水害に強い防災拠点づくりの推進

浸水時における公共施設、ライフライン等の機能維持対策浸水時における公共施設、ライフライン等の機能維持対策

平成17年の台風14号では、ポンプ場が約1.2mの高さまで浸水し、ポンプ
が途中で停止。このため平成18年に、ポンプ場の周りに高さ1.5mのコン
クリ―ト壁を設置し、浸水時においても、ポンプの機能を十分発揮できる
ように対策を実施。

防水壁の設置（飯田川排水ポンプ場）

平成17年9月台風14号により

ポンプ場が浸水
排水ポンプ場をコンクリートの

防水壁で囲む浸水対策工事が完成（Ｈ１８）
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策③

ソフト対策の実施状況ソフト対策の実施状況

自治体

危機管理の連携・協力及び情報提供イメージ危機管理の連携・協力及び情報提供イメージ
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策④

ソフト対策の実施状況ソフト対策の実施状況

タイムライン（防災行動計画）タイムライン（防災行動計画） 水防関連合同会議・合同巡視水防関連合同会議・合同巡視

水位危険度レベル標示水位危険度レベル標示 ヘリサインヘリサイン

地域の方々の避難行動や関連市町の避難
勧告判断に寄与するため、水位危険度レベ
ルを現地標示

被災箇所等の特定に寄与するための河川距
離標の対空標示

大淀川左岸5k000（宮崎市）（H27） 大淀川左岸5k000（宮崎市）（H27）

「水防関連合同会議」において、重要水防箇所や情報伝達等について関係機関で確認及び情報
共有。

「合同巡視」において、水防活動を円滑に行うために氾濫危険箇所や水防資材の場所等につい
て関係機関と合同の巡視を実施。

台風の接近上陸に伴う洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目したタイムライン
（防災行動計画）（案） （H27 宮崎市－河川国道事務所）

光ファイバー網の接続光ファイバー網の接続

洪水等の災害に適切な対応に資するため、管内監視カメラ映像や雨量・河川水位情
報等を提供できる光ファイバーの接続を実施

都城市（H27.6）

水防連絡合同会議（H27.5） 合同巡視（H27.5）
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維持管理対策の実施状況（河川管理施設等の維持管理）維持管理対策の実施状況（河川管理施設等の維持管理）

■ 河道の維持管理■ 河道の維持管理

■ 河道管理
・洪水の疎通能力や河川管理施設の機能の維持
のため堆積土砂の撤去を実施

■ 樹木管理
・河川管理上支障となる樹木については必要に
応じて伐開等を実施

■ 河川管理施設の維持管理■ 河川管理施設の維持管理

■ 堤防の維持管理
・堤防点検 ・平常時、洪水時の河川巡視

■ 樋門・樋管、排水機場等の維持管理
・日常的な点検整備 ・老朽化施設の修繕

水文施設の保守（１回／年） 樋門や電気設備の保守点検

洪水時の河川巡視（毎回／出水）

樹木管理の実施状況（大淀川）

（４） 河川整備の進捗・実施状況 施設管理

堤防点検（２回／年）

樹木伐採前樹木伐採前

樹木伐採後樹木伐採後

雨量桝

雨量桝上空の
支障木確認・
撤去

（H26.12）

（H2７.３） 樋門（２回／年）

電気設備
（１２回／年）

撤去前

撤去後
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東岳川 →

大淀川第一ダム

← 庄内川

← 高崎川

溝
之
口
川

→

大
淀
川

→

◎ 岳下観測所

溝之口発電所
・ 発 最大 1.11㎥/s

常時 0.93㎥/s

76/540

東水流揚水機 農 ・
1.2㎥/s

川久保揚水機
0.041㎥/s 農 ・

0.075㎥/s
鶴ヶ久保揚水機

農
・

・ 発

◎ 乙房観測所

70/224

有水川 →

← 岩瀬川

◎ 樋渡観測所

54/900

丸
谷
川

→

高木原揚水機
1.46㎥/s 農 ・

石山揚水機 農 ・
0.381㎥/s

新地揚水機 農 ・
0.135㎥/s

香禅寺揚水機 農 ・
0.656㎥/s

浜水流揚水機
0.062㎥/s 農 ・

駒発電所
・ 発 最大 2.66㎥/s

常時 1.82㎥/s

大淀川第一発電所
・ 発 最大 165.00㎥/s

常時 26.83㎥/s 岩瀬ダム

最大 50.00㎥/s
常時 12.89㎥/s

・ 発
野尻発電所

最大 5.56㎥/s

境川 →

高岡ダム

天神ダム

広
沢
ダ
ム

← 浦之名川

← 本庄川

←

深
年
川

八重川 →

大
淀
川

→

大
淀
川

→

柏田観測所 ◎

◎ 高岡観測所

嵐
田
観
測
所

◎

日向灘

大淀川第二発電所
発 最大 149.48㎥/s 国営大淀川左岸土地
・ 常時 37.06㎥/s 農 3.078㎥/s 改良事業

国営大淀川
右岸土地改良事業

2.834㎥/s

・
農

農 ・

唐崎
揚水機
0.03㎥/s

21/300

農 河原田揚水機
0.032㎥/s

・農 栗野揚水機 0.09㎥/s

・農 花見揚水機 0.05㎥/s

・農 糸原揚水機 0.185㎥/s
宮崎市上水

富吉浄水場 上 ・
0.868㎥/s

有田揚水機 農 ・
0.48㎥/s 金崎ハウス

揚水機
・ 農 0.005㎥/s

金崎揚水機
農 0.153㎥/s
・

7/000

10/675

・
上 農
宮崎市上水道

0.694㎥/s

・
農

塚原揚水機
0.201㎥/s

・
農

宮王丸
揚水機

0.216㎥/s

・
農

下本庄
揚水機

0.429㎥/s

・農 大原揚水機
0.268㎥/s

・農 大脇井堰
不明

岩瀬揚水機
0.432㎥/s

・ 上 宮崎市上水
下北方浄水場
1.265㎥/s

0.417㎥/s 
下小松灌漑用水 農 ・

福島揚水機 農 ・
0.017㎥/s

豊水流量 平水流量 低水流量 渇水流量

(m
3
/s) (m

3
/s) (m

3
/s) (m

3
/s)

平成21年 56.46 37.98 30.26 19.45

平成22年 113.15 62.62 43.59 23.97

平成23年 91.30 53.20 27.48 19.73

平成24年 144.09 81.03 59.16 36.97

平成25年 79.05 62.30 52.34 39.01

年

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する実施状況河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する実施状況

■ 水利用状況の把握■ 水利用状況の把握 ■ 河川流量の把握（渇水の発生）■ 河川流量の把握（渇水の発生）

■ 河川水の利用は、農業用水、発電用水、水道用
水、工業用水と多岐にわたっており、水利権量の
把握、管理を行っている。

■ 整備計画策定以降の高岡地点の流況をみると、
必要流量以上の流量を確保できており、渇水被
害は発生していない。

■今後も関係機関と連携し必要流量の確保に努
める。

水利用模式図

高岡地点の流況（H21～H25）

←

流
量

（m3/s）

必要流量：概ね26m3/s

（大淀川下流） （大淀川上流）

豊水流量：1年を通じて 95日はこれを下回らない流量
平水流量：1年を通じて185日はこれを下回らない流量
低水流量：1年を通じて275日はこれを下回らない流量
渇水流量：1年を通じて355日はこれを下回らない流量

凡  例 

農 農業用水

上 水道用水

発 発電用水

（４） 河川整備の進捗・実施状況 流水管理①



29

維持管理対策の実施状況（流水管理）維持管理対策の実施状況（流水管理）

■ 水質の保全■ 水質の保全

■ 実態の把握

・水質調査の実施と結果の公表

■ 水質対策

・水濁協による関係機関との連携

・オイルフェンス等による水質事故対策

・行動計画（大淀川上流域清流ルネッサンスⅡ）

水質調査結果（経年変化）

大淀川水系環境基準
類型指定状況図

主な流量観測地点

環 境 基 準 地 点

凡　 　 例

Ａ Ａ 類 型

Ａ 類 型

Ｂ 類 型

県 　 　 界

流 域 界

（４） 河川整備の進捗・実施状況 流水管理②

・上下流の７地点いずれの地点におけるＢＯＤ７５％値は、環境基
準を満足。平成２２年から改善傾向。

・上下流のＢＯＤ較差は、近年小さくなる傾向。但し、全窒素（７
５％値）、全リン（７５％値）、糞便性大腸菌群数（平均値）は
依然として差がある状況。

水生生物調査水質汚濁防止対策連絡協議会

多様な自然環境の創造と住民が安全・安心して利用できる水環境の実現を図るため、
河川管理者、地方公共団体、事業者及び住民団体が一体となって水質改善に取り組んで
います。

水質改善の取組

ひも状接触材
の設置により、
微生物による吸
着・酸化・分解
を促し、水質を
改善。

清流ルネッサンスⅡ

都城の活動団
体が主催で河川
愛護意識を啓発
するためのイベ
ントを開催。

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26

大淀川BOD推移（７５％） 岳下橋(A) 志比田橋(B)

乙房橋(B) 樋渡橋(A)

大ノ丸橋(A) 相生橋(A)

小戸ノ橋(A)

環境基準Ａ（2.0 ｍｇ/ ｌ）

環境基準Ｂ（3.0 ｍｇ/ ｌ）

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

岳下橋 志比田橋 乙房橋 樋渡橋 大ノ丸橋 相生橋

全窒素（75%値）
H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

上流域 下流域

（毎年開催）

水質事故対策 （毎年開催）

（毎年開催）
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維持管理対策の実施状況（河川空間管理）維持管理対策の実施状況（河川空間管理）

■ 河川空間の利用と保全■ 河川空間の利用と保全 ■ ゴミ、流草木、不法投棄対策■ ゴミ、流草木、不法投棄対策

■ 洪水時などにおけるゴミや流草木などの流出に
対し、地域住民や関係機関などと連携した早期
の処理

■ 河川巡視による監視にて未然に防止
■ 市民団体や小・中学校による「大淀川の清掃活

動」などの河川美化活動を通じたゴミの持ち帰
りやマナー向上の啓発的な取組

不法投棄状況

市民グループによるゴミ拾い

■ 河川空間の利用、保全が適正に実施されるよう、
適切な頻度で平常時の河川巡視を実施

■ 宮崎市等との連携による河川の良好な景観への
配慮

■ 多様な生物の生息場の保全■ 多様な生物の生息場の保全

■ 河川水辺の国勢調査や水生生物調査等による、
動植物の生息・生育状況に関するデータ収集・
モニタリング

■ 身近な自然空間である河川への関心を高め、大
淀川の河川環境の実態の共有等ができるよう、
水生生物の調査などの体験学習を継続的に実施

注意看板

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川空間管理

（H２６）

（H２６）
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 地域との連携

みやざき川づくり交流会みやざき川づくり交流会

水辺の自然活動支援水辺の自然活動支援

地域の住民や子ども達とカヌーなどの自然活動を行うことで、地域と行政が一
緒になって、大淀川を適切に利用・管理する気運を高めている。

河川で活躍される住民団体間や行政間の連携・協働を図るため、懇談
会・現地見学会等を開催することで様々な取組の活性化を図っている。

環境学習支援環境学習支援

地域の住民や小・中学生とともに水生生物調査や簡易水質調査を実施すること
により、流域の役割・水の大切さ・河川水質保全の重要性を共に学んでいる。

より良い河川環境を地域ぐるみで積極的に形成することを

目的に、関係機関と連携して地域とのコミュニケーションを

図っている。

（H27.7）

（H27.2）

みやざき川づくり交流会

現地見学会

（H27.5）

（H27.9）
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河
川
整
備
の
実
施

Ｈ１８．３ 大淀川水系河川整備計画 策定

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第２回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況

社会情勢の変化

■大規模な災害（H23東北地方太平洋沖地震、H24九州北部豪雨、H27関東・東北豪
雨）が発生し、災害対応のための法整備等が進み、河川を取り巻く状況が大きく変化
している。

■流域内の人口・土地使用の大きな変化はない。

■流域内の開発は継続して行われており、河川改修の必要性も変わらない。

■河川空間を活用したイベント、環境学習等の場として、継続的な利用が行われている。

■洪水対策、環境整備等の整備を実施中。

■洪水時等の情報伝達、河川管理施設・流水・河川空間の適正な維持管理を実施中。

■環境学習・防災教育等、関係機関と連携し、地域とのコミュニケーションを推進。

点検結果（案）

・引き続き、現計画に基づき、河川整備を実施する

（５） 河川整備計画内容の点検 結果
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現河川整備計画策定後の事象

地震による堤防の被災状況

・平成23年3月の東北地方太平洋沖地震
の発生を受け、津波・地震に関する法
整備や基準づくり等が進められている。

・中央防災会議専門調査会が「今後の津
波防災等の基本的な考え方について」
を提言。

現状の取り組み等

・津屋原沼では、L1津波（施設計画上の津波）に対応するため、宮崎県と調整を行
うとともに構造検討を行い、築堤を実施予定（平成27年9月5日起工式）

・高岡地区においても、新たな指針に基づき見直しを行った耐震構造により、堤防
補強を実施予定

阿武隈川上流部

現整備計画には、地震・津波対策に関する記載があることから、現整備
計画及び第１回点検結果に基づき引き続き実施していく。

■対応方針（案）

記載箇所：4.3.1 洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

（５） 河川整備計画内容の点検 結果（ハード対策の一例）

第１回点検

東北太平洋沖地震における津波災害を踏
まえ、新たにとりまとめられた提言や指
針等に基づき、大淀川においても対策が
必要な箇所については整備していく。

完成イメージ現在（整備前）

起工式の様子（H27.9.5）

八重川（津屋原沼）地区の
地震・津波対策
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（５） 河川整備計画内容の点検 結果

河
川
整
備
の
実
施

Ｈ１８．３ 大淀川水系河川整備計画 策定

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第２回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況

社会情勢の変化

■大規模な災害（H23東北地方太平洋沖地震、H24九州北部豪雨、H27関東・東北豪
雨）が発生し、災害対応のための法整備等が進み、河川を取り巻く状況が大きく変化
している。

■流域内の人口・土地使用の大きな変化はない。

■流域内の開発は継続して行われており、河川改修の必要性も変わらない。

■河川空間を活用したイベント、環境学習等の場として、継続的な利用が行われている。

■洪水対策、環境整備等の整備を実施中。

■洪水時等の情報伝達、河川管理施設・流水・河川空間の適正な維持管理を実施中。

■環境学習・防災教育等、関係機関と連携し、地域とのコミュニケーションを推進。

点検結果

・引き続き、現計画に基づき、河川整備を実施する

・近年の気象条件に適応できる整備計画を検討する

※赤字：学識者懇談会における追加更新内容



大淀川直轄河川改修事業

①事業採択後３年経過して未着工の事業

②事業採択後５年経過して継続中の事業

③着工準備費又は実施計画調査費の予算化後 ３年経過した事業

④再評価実施後３年経過した事業

⑤社会経済状況の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の
必要が生じた事業

平成２７年度 大淀川学識者懇談会

資料 – ３



○大淀川は、都城盆地で多くの支川を合わせつつ狭窄部に入り、岩瀬川や本庄川を合わせ宮崎平野を貫流し宮崎市において
日向灘に注ぐ河川形態を呈している。

○上流部は都城市、下流部が宮崎市といった人口・資産の集積する市街部を貫流していることから、ひとたびはん濫した場合
は浸水範囲が広範囲にわたり甚大な被害が発生する。

1

大
淀
川→

宮崎市役所

宮崎県庁

左岸右岸

水源 中岳（なかだけ）（標高452m)：鹿児島県曽於市末吉町

流域面積 2,230km2

幹川流路延長 107km

大臣管理区間 86.1km 

流域内市町村
（3県6市6町1村）

宮崎県 ：宮崎市、都城市、えびの市、小林市、
国富町、綾町、高原町、三股町、西米良村

鹿児島県 ：霧島市、曽於市
熊本県 ：多良木町、あさぎり町

流域内人口 約60万人（河川現況調査：調査基準年H22）

想定氾濫区域面積 約89km2（河川現況調査：調査基準年H22）

想定氾濫区域内人口 約15万人（河川現況調査：調査基準年H22）

年平均降水量（流域平均） 約2,700mm

◆流域の概要及び特性

１．事業の概要〔流域の概要〕

【大淀川流域の概要】

熊本県
宮
崎
県

鹿
児
島
県

[大淀川水系位置図]

熊
本
県

岩瀬川



H9.9 出水

◆過去の災害実績

○大淀川では、平成９年９月、平成１６年８月、平成１７年９月
に、洪水による大規模な浸水被害が発生している。

H16.8 出水

２．事業の必要性等〔災害発生時の影響等〕

◆ 災害発生時の影響

2

H17.9 出水

◆災害発生の危険度

○河川整備計画目標流量（柏田地点：7,200m3/s）に対して、流下
能力が一部不足しており、今後更に整備を進める必要がある。

死者 2人

負傷者 3人

床上浸水 401戸

床下浸水 584戸

死者 0人

負傷者 7人

床上浸水 164戸

床下浸水 203戸

死者 0人

負傷者 0人

床上浸水 3,834戸

床下浸水 872戸

大淀川下流部
整備計画目標流量での影響
○浸水面積：約１２km

2

○被害人口：約６４００人

大淀川上流部

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

整備計画流量規模の
氾濫シミュレーション結果

（都城市）

（宮崎市）

（宮崎市）（宮崎市）

柏田



都城市街部
都城市街部

国道10号都城道路の状況

２．事業の必要性等〔地域開発の状況等〕
◆地域開発の状況等 ◆地域の協力体制

○大淀川では、河川改修の整備促進等を目的とした期成会

が設立されるなど、流域関係者などから河川改修を望む声

が大きい。

○宮崎市街部等における地震・津波対策についても積極的

な促進が望まれている。

3

○大淀川では流域の住民や各関係団体のボランティアによる

清掃活動や河川を利用したイベント活動が行われている。

カヌー体験 大淀川クリーンウォーキング

0

5

10

15

20

約14.2万人 約14.8万人
伸び率
約1.1

調査基準年
H17

調査基準年
H22

想定氾濫区域内の人口の変化（河川現況調査より）

想
定

氾
濫

区
域

内
人

口
（
万

人
）

○人口は、僅かに増加している。

○大淀川流域内では、国道10号都城道路をはじめとする道路整

備が盛ん。

○道路整備等に伴う生活利便性の向上、産業活動の活性化等の

影響により、周辺地域も含めた広域な開発・発展が期待され

る。

河川改修に対する要望書等



大淀川河口部で唯一の無堤区間

津屋原沼周囲の築堤計画

無堤区間の

対策整備

３．河川整備計画の点検 〔支川八重川の地震・津波対策〕

○平成２３年３月に発生した東北地方太平洋沖地震を踏まえ、大淀川河口部で唯一の無堤区間における堤防整備着手のため、現地調査
を実施。

○地質調査結果を踏まえた詳細設計を行った結果、地質状況に伴う地盤改良の施工範囲の変更が必要となった。また係留施設について
移設に伴う補強等の増工が生じた。

当初
標準断面図

▽T.P.+6.25m

山内川水門

津

屋

原

沼

日

向

灘

津屋原沼

【八重川地震津波対策 変更内容】

地質調査の結果、As0層（ヘドロ層）が分布しており、次の対策を行ったための増工
・堤防の液状化対策及びすべり対策の地盤改良を追加
・矢板護岸前面のすべり対策のための地盤改良を追加

係留施設について、構造等を調査した結果、移設に伴う補強等を行う必要が生じた

事業費 地盤改良等 係留施設

◆当初 26億円 11億円 移設再設置 4億円

◆見直し 39億円 21億円 移設再設置＋補強 7億円

増額 13億円 10億円 3億円

船舶係留施設 4

Ag1（礫質粗砂）

As3（シルト質細砂）

Py（火山灰）

As4（細砂）

Ac2（粘土）

As1（液状化層）
（礫混じり砂）

液状化対策

液状化対策
（すべり対策）

すべり対策

標準断面図

Ag1（礫質粗砂）

As2（中砂）

Py（火山灰）

As1（礫混じり砂） As-0 （液状化層）
（中砂）

As3（シルト質細砂）

B（基盤岩）

▽T.P.+6.25m
見直し後



３．河川整備計画の点検 〔質的整備 浸食対策〕
○平成２４年７月九州北部豪雨災害を踏まえて実施した堤防緊急点検に基づき、堤防の質的整備を実施。現地調査を踏まえた詳細設計を

行った結果、浸食対策について増工が生じた。

5

堤防質的整備 浸食対策

宮崎市街部（左岸）

堤防質的整備
宮崎市街部（左岸）

宮崎市

国富町

綾町

堤防浸食対策 整備位置図

【 大淀川下流部 】

大
淀
川→

延伸箇所
当初箇所

侵食による護岸裏の空洞化

大
淀
川→

①

見直し後の構造当初計画時の構造

捨石護岸

捨石護岸＋水制

延伸箇所
当初箇所

【浸食対策 変更内容】
深掘状況の現地調査を踏まえた詳細設計の結果、延長増及び

工法変更による増工が生じた

事業費 延長 工法

◆当初計画① 約 2億円 0.6km 捨石護岸
② 約 7億円 0.9km    矢板護岸

◆見直し ① 約 7億円 1.1km 捨石護岸＋水制
② 約11億円 1.4km 矢板護岸

増額 約 9億円

①

②

②



Ag（礫質土）

３．河川整備計画の点検 〔質的整備 浸透対策〕
○平成２４年７月九州北部豪雨災害を踏まえて実施した堤防緊急点検に基づき、堤防の質的整備を実施。現地調査を踏まえた詳細設計を

行った結果、浸透対策について増工が生じた。

堤防質的整備 侵食対策

宮崎市街部（左岸）

堤防質的整備 浸透対策

都城市街部

護岸施工状況

見直し後の構造
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当初計画時の構造

B1（砂質土）

B2（砂質土）

B3（砂質土）

Si（しらす）

川裏ドレーン工

B1（砂質土）

B2（砂質土）

B3（砂質土）

Ag（礫質土）

Si（しらす）

Ａｃ（粘性土）

覆土護岸・遮水矢板
の実施

当初ボーリング

追加ボーリング

当初ボーリング

鋼矢板（遮水矢板）

覆土護岸

都城市

堤防浸透対策 整備位置図

【 大淀川上流部 】

堤防質的整備
都城市街部

【浸透対策 変更内容】

追加の地質調査を踏まえた詳細設計の結果、延長
増及び工法変更による増工が生じた

事業費 延長 工法

◆当初計画 5億円 1.5km ドレーン工

◆見直し 12億円 2.3km 覆土護岸・矢板工

増額 7億円

延伸箇所
当初箇所

遮水矢板施工状況



３．河川整備計画の点検〔事業費の変更内容〕

○事業費の変更 （約４４０億円 → 約４６９億円）

現地着手時における詳細調査による増工

①支川八重川の地震・津波対策 約１３億円

地質状況による地盤改良の増工

係留施設の移設に伴う増工

②堤防の質的整備

浸食対策 詳細設計による増工 約 ９億円

浸透対策 詳細設計による増工 約 ７億円

計 約 ２９億円

7



項目
前回評価

（平成25年度）
今回評価

（平成27年度）

目標流量 7,200m3/s 7,200m3/s 

事業費 約440億円 約469億円

整備期間
平成18年から
概ね20年間

平成18年から
概ね20年間

整備内容

・流下能力向上対策
（築堤及び河道掘削）
・内水対策
・堤防強化対策

・流下能力向上対策
（築堤及び河道掘削）
・内水対策
・堤防強化対策

全
事
業

便益：Ｂ(億円)

費用：Ｃ(億円) 586.4 675.4

B/C 5.9 5.2

残
事
業

便益：Ｂ(億円)

費用：Ｃ(億円) 52.6 29.1

B/C 3.3 2.2

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

175.8

： 61.9 （35.2%）
： 0.9 （ 0.5%）
： 104.9 （59.7%）
： 1.3 （ 0.7%）
： 2.8 （ 1.6%）
： 4.0 （ 2.3%）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

3,428.5

：1,216.9 （35.5%）
： 31.0 （ 0.9%）
：2,061.4 （60.1%）
： 38.1 （ 1.1%）
： 64.2 （ 1.9%）
： 16.9 （ 0.5%）

４．事業の必要性等〔事業の投資効果〕
◆費用対効果の結果
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一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

64.1

： 22.9 （ 35.7%）
： 0.3 （ 0.5%）
： 38.8 （ 60.4%）
： 0.4 （ 0.6%）
： 1.0 （ 1.6%）
： 0.8 （ 1.2%）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

3,544.3

：1,255.5 （ 35.4%）
： 39.7 （ 1.1%）
：2,127.2 （ 60.0%）
： 37.5 （ 1.1%）
： 58.9 （ 1.7%）
： 25.6 （ 0.7%）



２．事業の必要性等〔事業の効果〕 試行４．事業の必要性等〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行
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整備計画対象規模の洪水における浸水範囲

整備計画策定時点（H18河道） 整備計画河道完成時点

整備計画策定時点（H18河道） 整備計画河道完成時点

◆整備計画規模の洪水が発生した場合、事業実施により、浸水の影響を受ける人が約6,400人、電力の停止による影響※を受
ける人が約5,900人解消される。

整備前

整備後

整備計画対象規模の洪水発生時にお
ける整備計画の効果（解消人数）

約6,400減

（大淀川本川上・下流の合計）大淀川下流部

大淀川上流部
（電力の停止による影響人口の変化）

（浸水範囲の減少による影響人口の変化）

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 樋渡

岳
下
△

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 樋渡

岳
下
△

浸水面積 約310ha

浸水による影響人口 約1,700人

電力の停止による影響人口 約1,400人

浸水面積 約0ha

浸水による影響人口 約0人

電力の停止による影響人口 約0人

浸水面積 約880ha

浸水による影響人口 約4,700人

電力の停止による影響人口 約4,500人

浸水面積 約 0ha

浸水による影響人口 約 0人

電力の停止による影響人口 約0人

整備前

整備後

約5,900減

※浸水深70cmで建物内のコンセントが浸水し、
屋内配線が停電すると想定



２．事業の必要性等〔事業の効果〕 試行４．事業の必要性等〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行
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基本方針対象規模の洪水における浸水範囲

整備計画策定時点（H18河道） 整備計画河道完成時点

整備計画策定時点（H18河道） 整備計画河道完成時点

◆基本方針規模の洪水が発生した場合、事業実施により、浸水の影響を受ける人が約13,000人、電力の停止による影響※を
受ける人が約16,000人解消される。

大淀川下流部

大淀川上流部

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 柏田

高
岡
△

大淀川→

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 樋渡

岳
下
△

　0.5m未満

　0.5～1.0m未満

　1.0～2.0m未満

　2.0～5.0m未満

　5.0m以上

 浸水深

△ 樋渡

岳
下
△

浸水面積 約3,200ha

浸水による影響人口 約88,000人

電力の停止による影響人口 約69,000人

浸水面積 約2,700ha

浸水による影響人口 約77,000人

電力の停止による影響人口 約54,000人

浸水面積 約2,200ha

浸水による影響人口 約13,000人

電力の停止による影響人口 約10,000人

浸水面積 約 1,900ha

浸水による影響人口 約 11,000人

電力の停止による影響人口 約 9,000人

整備前

整備後

約13,000減

（電力の停止による影響人口の変化）

（浸水範囲の減少による影響人口の変化）

基本方針対象規模の洪水発生時にお
ける整備計画の効果（解消人数）

（大淀川本川上・下流の合計）

整備前

整備後

約16,000減

※浸水深70cmで建物内のコンセントが浸水し、
屋内配線が停電すると想定



２．事業の必要性等〔事業の効果〕 試行４．事業の必要性等〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行

◆Ｌ１津波が発生した場合、八重川地震津波対策の事業実施により、家屋約1700戸の浸水が解消される。

Ｌ１津波 想定浸水範囲

津
屋
原
沼

（想定浸水区域内家屋）

←

家
屋
戸
数

約1,700戸減

11
0

500

1000

1500

2000

整備前 整備後

津
屋
原
沼堤防整備

浸水解消

Ｌ１津波 被害想定
（Ｌ１津波高T.P.+5.0m以下の家屋数を計上）

○建物被害：約1700戸

※LPデータにより地盤高を算定

L1津波高（T.P.5m）以下の地区を浸水範囲として想定



項目 当面実施する整備

便益（Ｂ1） 63.3億円

残存価値（Ｂ2） 0.8億円

総便益（Ｂ1+Ｂ2） 64.1億円

建設費（Ｃ1） 28.9億円

維持管理費（Ｃ2） 0.2億円

総事業費（Ｃ1+Ｃ2） 29.1億円

費用便益比 2.2

５．事業の進捗の見込み〔今後の事業スケジュール〕
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当面実施する整備の費用対効果

※今後の社会情勢等の変化により変わる
可能性がある

○当面の対策（＝河川整備計画対応）

・大淀川下流支川八重川の地震・津波対策を実施し、地震・津波に
よる災害の発生防止・軽減を図る。

・堤防の安全度が低い箇所の質的整備を実施し、堤防強化を図る。

0 1 2 3 4 5km

⑱縄瀬地区

（築堤）

⑲西久保地区

（築堤）

㉑穂満坊地区

（築堤）

㉓谷ヶ久保地区

（築堤）

⑳縄瀬地区

（河道掘削）

㉒吉尾地区

（河道掘削）

㉙都城市街部地区

（堤防質的整備）

※今後、河道形状等の変化により、必要に応じて侵食対策や堆積土砂の除去等を実施
する場合があります。

大淀川上流域

施工済み箇所

河川名 No 地区名 整備内容

大淀川下流

① 吾妻 築堤

②
大淀河畔
特殊堤

地震・津波対策

③ 福島 築堤

④ 鶴島～島崎 河道掘削

⑤ 下北方 築堤

⑥ 瓜生野 築堤

⑦ 瓜生野 内水対策

⑧ 糸原 築堤

⑨ 天神川 内水対策

⑩ 江川 内水対策

⑪ 瓜田 内水対策

⑫ 楠見 築堤

⑬ 赤谷 築堤

⑭ 浦之名 築堤

㉔
宮崎市街部

（右岸）
堤防質的整備

本庄川 ⑮ 吉野 築堤

深年川

⑯ 木脇 築堤

⑰ 仮屋原 築堤

㉗ 本庄 築堤・河道掘削

大淀川上流

⑱ 縄瀬 築堤

⑲ 西久保 築堤

⑳ 縄瀬 河道掘削

㉑ 穂満坊 築堤

㉒ 吉尾 河道掘削

高崎川 ㉓ 谷ヶ久保 築堤

当面の対策

河川名 No 地区名 整備内容

大淀川下流
㉕

宮崎市街部
（左岸）

堤防質的整備

㉖ 高岡 築堤

八重川 ㉘ 津屋原沼 地震・津波対策

大淀川上流 ㉙ 都城市街部 堤防質的整備

：完成

：当面の対策

凡 例

①吾妻地区

（築堤）

㉔宮崎市街部（右岸）地区

（堤防質的整備）

③福島地区

（築堤）

④鶴島～島崎地区

（河道掘削）

⑤下北方地区

（築堤）

⑥瓜生野地区

（築堤）

⑰仮屋原地区

（築堤）

⑯木脇地区

（築堤）

㉖高岡地区

（築堤・耐震対策）
⑬赤谷地区

（築堤）

⑭浦之名地区

（築堤）
⑫楠見地区

（築堤）

⑮吉野地区

（築堤）

㉗本庄地区

（築堤・河道掘削）

⑧糸原地区

（築堤）

㉕宮崎市街部

（左岸）地区

（堤防質的整備）

㉘津屋原沼地区

（地震・津波対策）

②大淀河畔特殊堤

（地震・津波地策）

⑦瓜生野地区

（内水対策）

⑪瓜田地区

（内水対策）

⑩江川地区

（内水対策）

⑨天神川地区

（内水対策）

大淀川下流域

㉔宮崎市街部（右岸）地区

（堤防質的整備）



６．コスト縮減や代替案立案等の可能性
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◆代替案等の可能性

◆コスト縮減の対応

築堤盛土材については、他事業との調整を図るなど、
コスト縮減に取り組んでいる。

事業実施にあたっては、構造物設計におけるコスト
縮減、および、施工における新技術・新工法の積極的
活用により着実なコスト縮減を図る。

現計画（河川整備計画）については、地形的な制約条件、地域社会への影響、環境への影

響、実現性及び経済性等を踏まえ、有識者や地域住民意見をお聴きした上で、策定したもの
である。

河川改修等の当面実施予定の事業については、その手法、施設等は妥当なものと考えてい
るが、将来における社会・経済、自然環境、河道の状況等の変化や新たな知見・技術の進歩
等により、必要に応じて適宜見直す可能性もある。

コスト縮減の実施例

・樋管新設工事における新技術・新材料（オートフラップゲート）の採用
・護岸根固工事における新材料・新技術・新工法の採用
・築堤護岸工事における土砂・玉石等の他工事からの流用
・現地発生材の再利用

他工事からの土砂流用



７．対応方針（原案）

◆大淀川直轄河川改修事業
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○大淀川は、想定はん濫区域内に宮崎市や都城市などの資産が集中し
ているが、堤防整備が未完了であることによる治水安全度が低い箇所が
あり、はん濫すれば甚大な被害が発生する。

○こうした状況に対処するため、河川整備計画において整備の目標とし
ている規模（下流：昭和57年8月洪水相当程度、上流：平成9年9月洪水

相当程度）の洪水に対して、治水安全度の向上を図るものであり、地元
自治体や期成会などから河川整備の強い促進要望がなされている。

○事業を実施することにより、洪水はん濫に対する安全度の向上が期待
でき、事業の費用対効果も十分に見込める。

○また、浸水区域内人口や電力等ライフラインの停止による波及被害の
軽減（指標の試行による）も見込める。

以上により、引き続き事業を継続することとしたい。



資料－４

平成２７年度 大淀川学識者懇談会

大淀川総合水系環境整備事業

① 事業採択後３年経過して未着工の事業

② 事業採択後５年経過して継続中の事業

③ 着工準備費又は実施計画調査費の予算化後３年経過した事業

④ 再評価実施後３年経過した事業

⑤ 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施
の必要が生じた事業



１．大淀川流域の概要〔大淀川の概要と特徴〕

＜本川上流部＞
・河川の高水敷は一部牧草地として利用され、草原性の植生が色濃い。
・都城市ではカヌー等の水面利用をはじめ、「川の駅」ではスポーツや
憩いの場として盛んに利用されている。

＜本川中流部＞
・中流狭窄部は河畔林が繁茂し、木陰の創出や鳥類のねぐらなどとして
河川の生態系の維持に重要な役割を果たしている。

＜本川下流部＞
・宮崎市街地を流れる川として、河川公園、樹木、水辺が創り出す都市
景観を有している。

・高水敷の利用が盛んで、市民スポーツ、休息、イベント等に多く利用さ
れる。

・丸島周辺や津屋原沼にコアマモが生息し、これらの箇所はアカメの稚
魚、幼魚をはじめスズキ等の生息場となっている。

・河口付近は、アカメの生息地として全国的に有名。

■各区間の特徴

1

・流域面積 ：2,230km2

・幹川流路延長：107.0km（九州4位）
・流域内人口 ：約60万人

(平成22年国勢調査)
・流域市町村：6市5町1村

【大淀川の概要】大淀川流域概要図

上流部

中流部

下流部

＜支川本庄川＞

・上流域に日本有数の「原生の樹葉樹林帯」を抱え、豊かな自然の生態系が形成
されている。

・大淀川の合流地点では、河跡湖やワンドなどの止水域が形成され、植物のミズ
キンバイやツクシイバラ等の優れた川辺の植生環境を有している。



２

＜大淀川の利用状況＞

１．大淀川流域の概要〔大淀川の利用状況〕

 大淀川は、散策、釣り、カヌー、高水敷での野球、サッカー等のスポーツや熱気球大会、自然観
察、大淀川納涼花火大会などの各種イベント等に利用され、また上流域では農業（畜産）の放草
地としての利用など多面的に利活用が行われている。

 近年は河川を環境学習、自然体験の場として位置づけ、利活用のニーズも高まっている。

 大淀川流域では、７月の河川愛護月間には市民参加による清掃活動「大淀川クリーンアップ運
動」が行われている。

大淀川納涼花火大会（宮崎市）
草スキー

散策
釣り カヌー

大淀川クリーンアップ運動



３

１．大淀川流域の概要〔大淀川水系の目標〕

＜河川環境の整備と保全に関する目標＞（大淀川水系河川整備計画抜粋）

◆河川環境に関しては、流域における多様で豊かな自然環境や風土・歴史・文化を踏まえ、魅力

的で活力あふれる大淀川とするために、誰もが安心して河川環境から自然動態を学ぶ環境学習

の場、レクリエーションの場、やすらぎや交流の場などの豊かな自然環境と調和した空間として

活用・保全を目指します。

◆河川環境の整備と保全に関しては、洪水などによる災害発生の防止又は軽減及び流水の正常

な機能の維持に関する目標を踏まえ、瀬・淵の保全、河道内の樹木の適正な管理を行い、大淀

川における動植物の多様性の確保、景観、流水の清潔の保持など河川環境の保全を目指しま

す。

◆市街部においては、周辺の都市景観、河川公園、植生、水辺等の良好な特性を生かした河川

景観の形成を目指します。

◆大淀川における山から海までの連続性に配慮して、水量・水質、地域のつながりなどの視点から、

川と人との交流と共生、住民参加による川づくりを目指します。



４

今回は、事業が完了している大淀川上下流地区

の水辺整備、継続整備する予定の水流川の水環

境整備を含め、今回新たに整備する予定の都城

地区の水辺整備について、事業評価（再評価）に

諮るものである。

＜事業評価（再評価）対象事業の概要＞

１．大淀川流域の概要〔大淀川総合水系環境整備事業の概要〕

区 分 箇所名 事業期間

水辺整備
大淀川上下流地区 平成19年度～平成21年度

都 城 地 区 平成28年度～平成37年度

水環境
整備 水 流 川 平成 8年度～平成27年度

大淀川総合水系環境整備事業 平成 8年度～平成37年度

おおよどかわじょうかりゅう

つ る が わ

みやこのじょう

おおよどかわじょうかりゅう

つ る が わ

みやこのじょう

大淀川上下流地区

都城地区

三本松
運動公園

道の駅
高岡

宮崎商業
高校前

凡 例

流域界

河川

市町村界

完了事業箇所

継続・新たな整備箇所

水流川



＜完了箇所＞

１．大淀川流域の概要〔完了箇所〕

（１）大淀川上下流地区
◆ＮＰＯ法人の協力でカヌー教室やカヌー競技のための練習場所として頻繁に
利用されているほか、散策や親水利用の場としても多くの人々に利用されて
おり、事業の効果が発現している。現在の良好な利用状況から現時点におい
て改善措置の必要性は無いものと考えられる。

◆整備完了後は、地域住民等が主体となってゴミ拾い等の清掃・維持管理が
行われており、引き続き適切な維持管理に努めていく。

◆事業実施による周辺環境の変化に関して問題及び指摘は特にない。また、
社会経済情勢についても大きな変化はみられない。

位置
・宮崎商業高校前（大淀川左岸）
・道の駅高岡（大淀川左岸）
・三本松運動公園（本庄川左岸）

事業区分 水辺整備

主な整備内容 階段護岸

事業費 1.2億円

事業期間 平成19年度～平成21年度

【概要】

カヌー体験

カヌークラブ活動（日常）

地域による護岸清掃

利用者 人数(年間)

高校 カヌー部
(宮崎商業、宮崎大宮、宮崎工業)

約25,000名

宮崎商業高校 ボート部 約3,000名

宮崎大学医学部 カヌー部 約1,000名

ジュニアカヌークラブ 約1,000名

カヌーイベント（一般参加者） 約200名

【利用状況】

５

お お よ ど か わ じ ょ う か り ゅ う

※年間３万人以上（延べ）の住民に利用されている。



＜継続箇所（平成27年度完了）＞

１．大淀川流域の概要〔継続箇所（平成27年度完了）〕

６

（１）水流川
◆取水施設・送水管等の設置等が完了し、平成26年度に導水施設の試験運転を
開始したところである。

◆現在は、水質・魚類を対象にモニタリング調査を継続中であり、平成27年度にモ
ニタリング調査が完了予定である。

◆大塚地区住民や地域ボランティアが中心となり「水流川を守る会」が発足し、水
生生物調査、清掃活動、川遊びイベント等を実施中であり、引き続き適切な維持
管理に努める。

「水流川を守る会」による川遊びイベント

位置 大淀川水系水流川

事業区分 水環境整備

主な
整備内容

国：取水施設、送水管、モニタリング等

県：拠点整備、低低水路整備

事業費 11.0億円

事業期間 平成 8年度～平成27年度（予定）

【概要】

つ る が わ

●モニタリング状況（Ｈ28年1月まで実施中）
【魚類】平成26年度までに、オイカワ等の生
息数の増加が確認され、昔いた魚が生息可
能な河川に再生していることを確認中。
【水質】近年は、目標値であるＢＯＤ2ｍｌを下
回り、水質の改善状況を確認中。 地域住民による清掃活動

【魚類種数の経年変化状況（水流橋）】
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＜今回新たな整備箇所の地域の取り組み状況（都城地区）＞

１．大淀川流域の概要〔新たな整備箇所の地域の取り組み状況〕

７

◆都城市では、「都城市都市計画マスタープラン」や「都城市みどりと景観のまちづくり」等において、「川の駅」
を中心とした大淀川の良好な自然環境や周辺の歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めていくこととして
いる。

◆具体的には「川の駅」を拠点として水辺のアメニティ空間の創出促進により、ディキャンプやイベント等の開催
場として、またその周辺の水辺を中心としたみどりのネットワークの形成による居住・交流魅力の向上を図る
こととしている。

◆大淀川に隣接する「川の駅公園」には多くの親子連れ等が訪れ、自転車やバスケットボール等のスポーツや
憩いの場として賑わっており、地域住民によるカヌー教室も行われている。

◆また、都城市と協働で清掃ボランティア活動も実施されている。

景観の特性に基づいた取組
（都城市みどりと景観のまちづくり計画）

大淀川（川の駅公園）
多くの親子連れが訪れる



大淀川
萩原川

川の駅
志布志線ウェルネスロード↓↓鉄道記念公園

◆大淀川河畔にある「川の駅」周辺地域は、都城市の「都市計画マスタープラン」等において、大淀川の良好な
自然環境や周辺の歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めていくことが位置付けられているが、「川の駅
公園」の賑わいと比較して、隣接する大淀川では草本の繁茂や河川敷から水際への落差などにより安全に
カヌー利用や親水利用がしにくい状況である。そのため、川の駅利用者などから、大淀川と一体となった利
用が望まれている。

◆地域の観光資源と一体となり、流下能力向上等の取り組みにあわせた河川空間を整備することで、地域の
活性化や安全安心に資するとともに、河川巡視や河川管理の円滑化、河川利用の安全性の向上を図ること
が可能となる。

２．事業の必要性等〔大淀川総合水系環境整備事業の概要〕

＜今回新たな整備箇所（都城地区）＞
１）事業の必要性等

【事業計画範囲】

②水際に草が生い茂り水辺に近づきにくい箇所がある。

【現地の状況】

①平坦でなく雑草が生い茂って
おり、利用が困難な箇所がある。

８

川の駅

梅北川

萩原川

岳下鉄道橋

歌舞伎橋

岳下橋

大
淀
川

国道10号

日豊本線

①

②

③

大淀川

行き止まり

①梅北川合流地点

②川の駅公園の前面

③大淀川河川敷

③岳下鉄道橋より下流側は通路が途
切れ、移動できない。

大淀川

岳下鉄道橋



◆大淀川と「川の駅」の周辺の魅力を活かした地域活性化、様々
な世代が集う水辺拠点を創造し地域交流の促進を図るとともに、
河川利用者の安全性の向上、河川巡視・河川管理の円滑化を
図るため、高水敷整正、管理用通路、坂路・階段、護岸整備を
整備する。

９

２．事業の必要性等〔大淀川総合水系環境整備事業の概要〕

位置 大淀川 77k800～78k800付近

事業区分 水辺整備

主な
整備内容

高水敷整正、管理用通路、坂路・階段、
護岸整備、モニタリング調査

事業費 6.2億円

整備完了年 平成32年度

事業期間 平成28年度～平成37年度（予定）

【概要】２）事業の概要・目的

【工程表】
工 種 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

高水敷整正

護岸工

階段工・付帯工

管理用通路

測量設計

モニタリング調査

川の駅

萩原川

岳下鉄道橋

大
淀
川

歌舞伎橋

多目的広場

水辺の交流ゾーン

ネットワークルート
（フットパス）

【整備イメージ】

水辺の交流ゾーン・ネットワークルート（川の駅周辺） 多目的広場（梅北川合流点）

大淀川

川の駅

高水敷整正

護岸整備

坂路

管理用通路

護岸整備

階段

坂路

階段
管理用通路

護岸整備

管理用通路

梅北川

萩原川



２．事業の必要性等〔大淀川総合水系環境整備事業の概要〕

◆平成26年11月より地元関係者、学識者、都城市、国土交通省が

参加する｢都城かわまちづくり検討会｣を継続的に開催し、地域・

自治体が実施し、国が支援する役割分担を定めた「都城かわま

ちづくり計画」が策定された。

◆また今年度は実践組織となる「都城かわまちづくり実行委員会

（仮称）」を立ち上げ、整備内容や利活用・維持管理計画等つい

て活発な議論を行っている。

◆現在、都城市と協働で清掃ボランティア活動が実施されており、
今後も継続して実施していくことになっている。

◆今後、各種イベントの拠点や観光拠点、市民をはじめ多くの利用
者の憩い・活動の場として利用していくことを予定している。

１０

都城かわまちづくり検討会の開催状況

釣り・魚のつかみ取り ななつ星等の写真撮影 市民グループによるゴミ拾い

３）事業の推進体制



１１

項目
前回評価時

（平成２４年度）
今回評価時

（平成２７年度）
変更理由

総事業費

約１２．２億円
【水辺整備】

大淀川上下流地区 ：約 1.2億円

【水環境整備】
水流川 ：約11.0億円

約１８．４億円
【水辺整備】
大淀川上下流地区 ：約 1.2億円
都城地区 ：約 6.2億円

【水環境整備】
水流川 ：約11.0億円

・都城地区の追加に
伴う変更

事業完了年 平成２７年度 平成３７年度

B／C １２．４ １１．４

B（便益） １９７．６億円 ２９５．３億円

C（費用） １５．９億円 ２５．９億円

※B/Cの算出は、便益を費用で除算することにより算出する。便益はアンケート調査によって求めた年支払い意思額と便益が及ぶ世帯
数を積算し、これを社会的割引率を用いて現在価値に換算し完成後５０年分を足し合わせることにより算出する。費用は事業費と完
成後５０年分の維持管理費を社会的割引率等を用いて現在価値に換算し足し合わせることにより算出する。

３．前回評価時からの変化



１２

４．事業の投資効果〔費用対効果等〕

＜費用対効果等＞

事業費 主な整備内容 便益（B) 費用（C） B/C

全事業 18.4億円 － 295.3億円 25.9億円 11.4

完了事業 1.2億円 － 212.8億円 1.7億円 124.1

水辺整備 1.2億円 － 212.8億円 1.7億円 124.1

大淀川
上下流地区

1.2億円 階段護岸等 212.8億円 1.7億円 124.1

残事業 17.2億円 － 82.5億円 24.1億円 3.4

水環境 11.0億円 － 29.1億円 17.9億円 1.6

水流川 11.0億円 取水施設、送水管、拠点整備、低低水路整備 29.1億円 17.9億円 1.6

水辺整備 6.2億円 － 53.4億円 6.3億円 8.5

都城地区 6.2億円
高水敷整正、管理用通路、坂路・階段、
護岸整備、モニタリング調査

53.4億円 6.3億円 8.5

アンケート
実施年度

アンケート
配布数

有効
回答数 集計範囲 集計

世帯数
支払い意思額

(円／月・世帯)

大淀川上下流地区 平成24年度 1,500 227 半径10㎞圏内 173,919 375

水流川 平成24年度 1,500 236 半径2㎞圏内 38,047 297

都城地区 平成26年度 2,000 218 半径10km圏内 90,957 277



◆都城地区では、平成２６年１１月より地域住民，学識者，地元自治体（都城市，宮崎県），河川
管理者(国土交通省）が参加する「都城かわまちづくり検討会」が開催され、また今年度より実
践組織となる「都城かわまちづくり実行委員会（仮称）」を立ち上げ、整備内容や利活用・維持
管理計画等ついて活発な議論を行っており、地域の協力体制が確立されており、今後も順調
な事業進捗が見込まれる。

１３

５．事業の進捗の見込み・コスト縮減や事業手法、施設規模等の見直しの可能性

◆都城地区においては、今後も地域住民や関係団体，行政機関等と協力して事業を進め、平成
２８年度に事業に着手し、平成３２年度に整備を完成させる予定である。平成３３年度以降は
モニタリング調査等を実施し、平成３７年度に完了予定である。

◆都城地区の整備内容については、計画段階から「都城かわまちづくり検討会」において、議論
を重ねた上で、河川管理面、河川利用面を考慮した上での適切な整備内容となっており、現計
画が最適と考えている。

（１）今後の事業展開

（２）今後の事業の進捗の見込み

（３）事業手法、施設規模等の見直しの可能性

（４）コスト縮減の方策

◆近年の技術開発の進展に伴う新工法等の採用による新たなコスト縮減の可能性等を探りな
がら、事業を進めていく方針である。



１４

６．対応方針（原案）

○大淀川上下流地区については、地域住民等が主体となってゴミ拾い等の清掃・維持管理
が行われており、引き続き適切な維持管理に努めていく。

○水流川については、大塚地区住民や地域ボランティアを中心とした「水流川を守る会」によ
り水生生物調査及び清掃活動が実施中であり、引き続き適切な維持管理に努めていく。

○都城市では、大淀川に隣接する「川の駅」を拠点として水辺のアニメティ空間の創出促進
によるレクリエーションの場や地域交流の場を図り、自然環境や周辺の歴史・文化資源を
活かしたまちづくりを進めており、かわまちづくり支援制度に申請予定である。

○都城地区における河川利用者の安全性の向上，河川巡視・河川管理の円滑化を図るとと
もに、地元自治体や地域住民から河川整備の強い促進要望がある。このため高水敷整
正、管理用通路、坂路・階段、護岸等の整備を行うものである。

○国土交通省が参加する「都城地区かわまちづくり検討会」（地域住民、学識者、都城市に
よる）を継続的に開催し、また実践組織となる「都城かわまちづくり実行委員会（仮称）」が
設置されているとともに、地域住民を主体とした清掃活動を実施するなど、地域の協力体
制が整っている。

○費用対効果についても十分高い事業である。

以上より､引き続き事業を継続することとしたい。

◆大淀川総合水系環境整備事業
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■河川整備計画点検の流れ

（１）これまでの点検経過

（２）整備計画の概要

（３）社会情勢の変化

（４）河川整備の進捗・実施状況

（５）河川整備計画内容の点検
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（１） これまでの点検経過

河
川
整
備
の
実
施

Ｈ２５．８ 小丸川水系河川整備計画 策定

・流域の社会情勢の変化、地域の意向
・事業進捗状況及び見通し

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第１回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況社会情勢の変化
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整備計画の目標

■本計画で定めた以下の治水・利水・環境に関する目標の達成に向け、河川整備を実施します。

治 水

戦後第2位相当となる平成16年8月洪水を概ね安全に流下さ
せ、さらに平成17年9月洪水の水位を低減を図ります。

利 水

○河川水の利用に関しては、取水実態の変化を踏まえ、
慣行水利権の法定化等、適正な水利使用の調整を行い
ます。

○流水の正常な機能を維持するため必要な流量について
は、高城地点において概ね2m3/sの維持に努めます。

環 境

○河川環境については、重要種を含む多様な動植物が生
息・生育・繁殖する豊かな自然環境を保全、整備します。

○河川空間の整備と適正な利用については、豊かな自然
環境や地域の風土・文化を踏まえ、魅力的で活力あふ
れる小丸川を目指し、多様なレクリエーションや身近
な環境学習の場としての整備、保全に努めます。

（２） 小丸川水系河川整備計画の概要 整備計画の目標

○水質については、河川の利用状況、沿川地域の水利用状
況、現状の環境を考慮し、良好な水質の保全に努めます。

○良好な景観の保持・形成については、小丸川の清らかな
流れと豊かな自然が織りなす良好な河川景観の保全を図
ります。

基準地点 目標流量 洪水調節量 河道流量

高城 4,600m3/s 500m3/s 4,100m3/s

小丸川本川における整備目標の基準地点流量

4,100
（4,600）

この他「堤防質的整備」や「内水対策」及び 「地震・津波
対策」等についても、必要に応じて対策に努めます。
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資料）気象庁資料より作成

１時間降水量80mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

・１時間降水量の年間
発生回数

・全国約1300地点の
アメダスより集計

（３） 社会情勢の変化 降雨量の増加
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H24九州北部豪雨（7月）
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（熊本市）

矢部川

矢部川（福岡県柳川市）

H24 九州北部豪雨（7月）

福岡県大野城市乙金（九
州縦貫自動車道 福岡Ｉ
Ｃ～太宰府ＩＣ 上り・
下り）のり面の崩落。

相野谷川

和歌山県田辺市熊野

H23 台風12号（9月）

河道閉塞

H25 島根・山口豪雨（7月）

H25 台風18号（9月）

（３） 社会情勢の変化 災害の発生状況

鹿児島県さつま町

がけ崩れ

H22 梅雨前線（7月）

■近年、豪雨や台風等により、各地で甚大な被害が発生

H24九州北部豪雨（7月）

山国川（大分県本耶馬渓町）

H26 台風12号（8月）

仁淀川（高知県日高村）

鬼怒川（茨城県常総市）

H27 台風18号（9月）
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流

量

(m3/s)

河川整備基本方針における基本高水のピーク流量 5,700m3/s

既往最大洪水：約4,667ｍ³/ｓ

年度 宅地等 田畑等 山林等

S51 1.7% 10.9% 85.2%

H9 2.5% 10.1% 85.1%

H21 2.8% 10.1% 85.0%

流域内人口の変化

年最大流量の変化
土地利用状況の変化

■流域内の主要市町及び流域内人口は近年大きな変化はみられない。
■河川整備計画策定後、基準地点において河川整備計画を上回る洪水は発生していない。
■流域内の土地利用は、宅地3％、田畑等11％、山林85％となっている。

（３） 社会情勢の変化 流域内人口の変化 等

昭和51年 平成9年 平成21年

※ 数値はダム・氾濫戻し後流量

流域関連主要市町の人口

凡 例

： 山林等

： 田畑等

： 宅地等

小丸川水系河川整備計画策定

河川整備基本方針策定

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

53,448 58,347 59,163 58,442 58,802 58,996 58,666 58,767

37,054 37,836 38,370 37,218 36,331 35,381 34,087 32,614

21,494 22,950 23,239 22,970 22,886 22,748 22,522 21,733

5,575 5,857 6,101 5,871 5,727 5,759 5,531 5,177

16,940 18,026 18,480 18,371 18,053 17,630 17,323 17,009

旧南郷村 4,131 3,754 3,418 5,989 2,788 2,604 2,342 2,046

旧西郷村 4,346 4,181 3,802 3,055 3,160 2,836 2,574 2,348

旧北郷村 2,959 2,774 2,635 3,435 2,303 2,069 1,958 1,854

計 11,436 10,709 9,855 12,479 8,251 7,509 6,874 6,248

村 6,267 5,478 5,131 4,611 4,160 3,769 3,478 3,092

152,214 159,203 160,339 159,962 154,210 151,792 148,481 144,640

注1） 市町村別人口は、「国勢調査報告(総務省統計局)」によります。

注2） 西都市合併日は、平成18年1月1日です。
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流域の開発状況

■小丸川の沿川には、北九州市と鹿児島市を結ぶ主要幹線である国道10号やJR日豊本線等の基幹交通施設が
整備されている。

■加えて、東九州自動車道の整備も進み、平成22年7月には高鍋IC～西都ICの供用が開始され、宮崎市まで繋
がるなど、交通の要衝となっていることからも、小丸川流域では、周辺地域を含めた今後の更なる開発・発
展が期待される。

小丸川流域における交通体系図

東
九

州
自

動
車

道

高鍋IC付近の状況

東
九
州
自
動
車
道

平成20年撮影

平成11年撮影

（３） 社会情勢の変化 開発状況
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水遊び
3.3%

スポーツ
18.3%

散策等
60.4%

釣　り
17.9%

水　面
3%

高水敷
35%

水　際
18%

堤　防
44%

区
分項目

年間推計値
（万人）

利用状況の割合
（平成21年度）

利
用
形
態
別

スポーツ 3.2

釣り 3.1

水遊び 0.6

散策など 10.6

合計 17.5

利
用
場
所
別

水面 0.5

水際 3.2

河川敷 6.1

堤防 7.7

合計 17.5

河川利用の状況

■河川空間は、堤防や高水敷において散策やスポーツ、水際や水面において釣りや水遊びの利用が見られる。

河川空間利用実態調査結果（平成21年度調査）

○ 年間河川空間利用状況

中流部

下流部

（感潮区間）

サイクリング

木城町マラソン大会

サッカー（高鍋町）グランドゴルフ（高鍋町）

散策

サッカー（高鍋町）

釣り

（３） 社会情勢の変化 河川利用の状況
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業①

※：H27施工中

白塗り・着色文字

色塗り・白色文字

斜めに着色
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河道掘削・・・小丸川持田地区の事例河道掘削・・・小丸川持田地区の事例

持田地区
（小丸川）

整備後整備後

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業②

小丸川 3k200

河道掘削等

＜整備概要＞

・流下能力向上のため河道掘削を実施し、整備計画目標流量を安全に

流下させる

・河道掘削土量 約１．３万m3

・環境配慮として、植生の早期回復を期待して掘削表土を存置している。

平成26年12月 平成27年3月
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高潮堤防整備・・・宮田川の事例高潮堤防整備・・・宮田川の事例

蚊口浦地区（宮田川）

整備後整備後

整備後

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川改修事業③

整備前

＜整備概要＞

・高潮対策として堤防を新設

・延長 約１，６５０ｍ

平成24年10月 平成25年3月
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ソフト対策の実施状況（提言に基づく実施例）ソフト対策の実施状況（提言に基づく実施例）

(１)水害に強い人づくりの推進(１)水害に強い人づくりの推進

防災学習の推進防災学習の推進

(２)情報伝達のための環境づくりの推進(２)情報伝達のための環境づくりの推進

(３)水害に強いまちづくりの推進(３)水害に強いまちづくりの推進

浸水に強い住まい方への転換浸水に強い住まい方への転換

水害に強い住まい方への転換の促進
（「防災手帳～水害に強い地域づくり～ 国土交通省」より）

（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策①

教育委員会と協力して作成した防災学習教材（Ｈ２６）

防災リーダーの育成防災リーダーの育成

宮崎県地域防災士養成研修（Ｈ２７）

防災情報伝達手段の多様化防災情報伝達手段の多様化

地デジによる河川防災情報（Ｈ１９～）

防災情報の共有防災情報の共有

浸水情報看板（Ｈ１９～）

防災学習の実施

(４)水害に強い防災拠点づくりの推進(４)水害に強い防災拠点づくりの推進

防災拠点の整備防災拠点の整備

東児湯消防組合と水防資材備蓄
場所が隣接し、小丸川の水防拠
点として整備 （H15）

Ｈ２７撮影
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策②

ソフト対策の実施状況ソフト対策の実施状況

自治体

危機管理の連携・協力及び情報提供イメージ危機管理の連携・協力及び情報提供イメージ
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 ソフト対策③

ソフト対策の実施状況ソフト対策の実施状況

小丸川右岸3k200（高鍋町）（H27）

タイムライン（防災行動計画）タイムライン（防災行動計画） 水防関連合同会議・合同巡視水防関連合同会議・合同巡視

水位危険度レベル標示水位危険度レベル標示

地域の方々の避難行動や関連市町の避難勧告判断に寄与するため、水位危険度レベルを現地
標示

「水防関連合同会議」において、重要水防箇所や情報伝達等について関係機関で確認及び情報
共有。

「合同巡視」において、水防活動を円滑に行うために氾濫危険箇所や水防資材の場所等につい
て関係機関と合同の巡視を実施。

台風の接近上陸に伴う洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目したタイムライン
（防災行動計画）（案） （Ｈ２７ 高鍋町－河川国道事務所）

光ファイバー網の接続光ファイバー網の接続

洪水等の災害に適切な対応に資するため、管内監視カメラ映像や雨量・河川水位情
報等を提供できる光ファイバーの接続を実施

木城町（h27.6） 小丸川左岸5k000（高鍋町）（H２７）

水防連絡合同会議（H27.5） 合同巡視（H27.5）
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維持管理対策の実施状況（河川管理施設等の維持管理）維持管理対策の実施状況（河川管理施設等の維持管理）

■ 河道の維持管理■ 河道の維持管理

■ 河道管理
・洪水の疎通能力や河川管理施設の機能の維持
のため堆積土砂の撤去を実施

■ 樹木管理
・河川管理上支障となる樹木については必要に
応じて伐開等を実施

樹木の繁茂状況（小丸川）

（４） 河川整備の進捗・実施状況 施設管理

■ 河川管理施設の維持管理■ 河川管理施設の維持管理

■ 堤防の維持管理
・堤防点検 ・平常時、洪水時の河川巡視

■ 樋門・樋管、排水機場等の維持管理
・日常的な点検整備 ・老朽化施設の修繕

水文施設の保守（１回／年） 樋門や電気設備の保守点検

洪水時の河川巡視（毎回／出水）堤防点検（２回／年）

樋門（２回／年）

電気設備
（１２回／年）

雨量桝

雨量桝上空の
支障木確認・
撤去

撤去前

撤去後

高城橋付近（H27.7）
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0.0

5.0
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45.0

50.0

平成20年 平成21年 平成22年 平成24年 平成25年

豊水流量 平水流量 低水流量 渇水流量

(m
3
/s) (m

3
/s) (m

3
/s) (m

3
/s)

平成20年 33.00 11.09 6.23 4.02

平成21年 15.70 7.48 4.96 3.59

平成22年 37.55 14.32 6.82 4.80

平成24年 40.22 13.90 7.55 4.63

平成25年 18.41 8.62 6.10 2.61

年

河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する実施状況河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する実施状況

■ 水利用状況の把握■ 水利用状況の把握 ■ 河川流量の把握（渇水の発生）■ 河川流量の把握（渇水の発生）

■ 河川水の利用は、農業用水、発電用水、水道用
水、工業用水と多岐にわたっており、水利権量の
把握、管理を行っている。

■ 整備計画策定以降を含む近年の高城地点の流
況をみると、必要流量以上の流量を確保できて
おり、渇水被害は発生していない。

■今後も関係機関と連携し必要流量の確保に努
める。

小丸川取排水系統概略図

高城地点の流況（H20～H25）

←

流
量

（m3/s）

必要流量：概ね2.0m3/s

豊水流量：1年を通じて 95日はこれを下回らない流量
平水流量：1年を通じて185日はこれを下回らない流量
低水流量：1年を通じて275日はこれを下回らない流量
渇水流量：1年を通じて355日はこれを下回らない流量

渡
川
ダ
ム

石河内ダム

松尾ダム

戸崎ダム

大瀬内ダム

川原ダム

渡川発電所
（16.000）

石河内第1発電所
(36.000)

石河内第2発電所
（45.000）

小丸川発電所
（222.000）

川原発電所
（45.000）

集水
（6.000）

川南原かんがい用水
（6.540）

竹
鳩
か
ん
が
い
用
水

（0.974）

広
谷
か
ん
が
い
用
水

（1.400）

高鍋町上水道
（0.053）

南九州化学工業
（0.083）

※渡川発電所取水量
に含まれる

高城

日 向 灘

切 原 川

黒 水 川

小
丸
川

渡
川

鬼神野取水堰

竹鳩頭首工

宮田川

宮
田
川

（0.675）

切原ダム
（建設中）

尾鈴発電所
（1.330）

川原発電所
2号機
（1.400）

（数値）は最大取水量[単位：m3/s]

南郷生コンクリート工業
（0.004）

注）1.整備計画策定…平成25年8月
2.平成23年については欠測（未公表）

（４） 河川整備の進捗・実施状況 流水管理①
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B

木城町
環境基準点

高鍋町

高鍋大橋

高城橋

宮田川水門

下流拡大図

B
宮田川→

高鍋大橋

宮田川水門

維持管理対策の実施状況（水質の保全）維持管理対策の実施状況（水質の保全）

■ 水質の保全■ 水質の保全

■ 実態の把握

・水質調査の実施と結果の公表

■ 水質対策等

・水濁協による関係機関との連携

・オイルフェンス、吸着マット等による水質

事故対策

・出水後長期化する濁水の調査や崩壊地調査

等を関係機関と協議、連携して実施

小丸川水系水質汚濁防止対策
連絡協議会の開催 水質事故対策訓練の実施状況

水質調査結果（経年変化）

小丸川水系環境基準類型指定状況図

（４） 河川整備の進捗・実施状況 流水管理②

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

小丸川BOD推移（７５％）
高城橋（ＡＡ）

高鍋大橋（Ａ）

環境基準Ａ（2.0ｍｇ/ ｌ）

環境基準ＡＡ（1.0ｍｇ/ ｌ）

・小丸川水系３地点（高城橋、高鍋大橋、宮田川水門）のいずれの地点におけるＢＯＤ７５％
値は、環境基準を満足。

・小丸川のＢＯＤ年平均値の２地点（高城橋、高鍋大橋）平均は、最も良好な水質（報告
下限値）である０．５ｍｇ／ｌ。

水生生物調査

（毎年開催） （毎年開催） （毎年開催）
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維持管理対策の実施状況（総合土砂管理）維持管理対策の実施状況（総合土砂管理）

（４） 河川整備の進捗・実施状況 総合土砂管理

■概 要
宮崎県中部に位置する河川流域（大淀川～耳川間）及びこれらに面した海岸での土砂に関する様々な課題に

ついて、学識者や関係する管理者が連携して、これらの解決に向けた目標や改善策を検討する事を目的として
「宮崎県中部流砂系検討委員会」を設置し、平成19年度より検討を実施している。

小丸川では、H23年度より置砂試験施工及び各種調査（河床材料、付着藻類、底生動物、アユ産卵場調査な
ど）を実施してきており、平成27年度には「小丸川総合土砂管理計画(仮称)」を策定予定。

宮崎海岸

宮崎県中部流砂系位置図

・小丸川は国管理河川
・流域に存在する主なダム：渡川、松尾、戸崎、石河内、川原
〔管理者：県(２ダム)及び九州電力(３ダム)〕

・宮崎海岸は国(施設)及び県管理

海岸侵食河床の粗粒化ダム湖への堆（渡川ダム）
【小丸川流砂系土砂管理上の課題】

【小丸川総合土砂管理計画(仮称)のポイント】

○多岐にわたる土砂管理上の課題解決にあたっては、
治水や環境への影響など不明な点も多く、各管理者

（国・県・水利用者）による個別の対策では解決困難
な状況であることから、関係機関が協力し解決に向
けた総合的な取り組みを行う事が必要

○課題への対応策として皆が目指すべき目標となるよ
う、短期・中期・長期に分けた対策（事業メニュー
案）を検討・抽出する予定

○ダムへの堆砂、河床低下・粗粒化、海岸
侵食 等

■ 総合土砂管理の概要■ 総合土砂管理の概要

18
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維持管理対策の実施状況（河川環境の整備と保全）維持管理対策の実施状況（河川環境の整備と保全）

■ 河川空間の利用と保全■ 河川空間の利用と保全 ■ ゴミ、流草木、不法投棄対策■ ゴミ、流草木、不法投棄対策

■ 洪水時などにおけるゴミや流草木などの流出に
対し、地域住民や関係機関などと連携した早期
の処理

■ 河川巡視による監視にて未然に防止
■ 市民団体や小・中学校による「小丸川の清掃活

動」などの河川美化活動を通じたゴミの持ち帰
りやマナー向上の啓発的な取組

不法投棄状況

■ 河川空間の利用、保全が適正に実施されるよう、
適切な頻度で平常時の河川巡視を実施

■ 高鍋町・木城町等との連携による河川の良好な
景観への配慮

■ 多様な生物の生息場の保全■ 多様な生物の生息場の保全

■ 河川水辺の国勢調査や水生生物調査等による、
動植物の生息・生育状況に関するデータ収集・
モニタリング

■ 身近な自然空間である河川への関心を高め、小
丸川の河川環境の実態の共有等ができるよう、
水生生物の調査などの体験学習を継続的に実施

河川清掃・美化活動の様子

（４） 河川整備の進捗・実施状況 河川空間管理

（H２６）

（H２６）
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（４） 河川整備の進捗・実施状況 地域との連携

水辺の自然活動支援水辺の自然活動支援

環境学習支援環境学習支援

みやざき川づくり交流会みやざき川づくり交流会

河川で活躍される住民団体間や行政間の連携・協働を図るため、懇談
会・現地見学会等を開催することで様々な取組の活性化を図っている。

より良い河川環境を地域ぐるみで積極的に形成することを

目的に、関係機関と連携して地域とのコミュニケーションを

図っている。

地域の住民や子ども達と川遊びなどの自然活動を行うことで、地域と行政が一
緒になって、小丸川を適切に利用・管理する気運を高めている。

地域の住民や小・中学生とともに水生生物調査や簡易水質調査を実施すること
により、流域の役割・水の大切さ・河川水質保全の重要性を共に学んでいる。

（H27.7）

（H27.7）

（H27.8）

みやざき川づくり交流会

現地見学会

（H27.7）
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河
川
整
備
の
実
施

Ｈ２５．８ 小丸川水系河川整備計画 策定

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第１回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況

社会情勢の変化

■大規模な災害（H23東北地方太平洋沖地震、H24九州北部豪雨、H27関東・東北豪
雨）が発生し、災害対応のための法整備等が進み、河川を取り巻く状況が大きく変化
している。

■流域内の人口・土地使用の大きな変化はない。

■流域内の開発は継続して行われており、河川改修の必要性も変わらない。

■河川空間を活用したイベント、環境学習等の場として、継続的な利用が行われている。

■洪水対策等の整備を実施中。

■洪水時等の情報伝達、河川管理施設・流水・河川空間の適正な維持管理を実施中。

■総合的な土砂管理にかかる検討を実施中。

■環境学習・防災教育等、関係機関と連携し、地域とのコミュニケーションを推進。

点検結果（案）

・引き続き、現計画に基づき、河川整備を実施する

（５） 河川整備計画内容の点検 結果
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現河川整備計画策定後の事象 現状の取り組み等

■対応方針（案）

現整備計画には、河道の流下能力向上対策に関する記載が
あることから、現整備計画に基づき引き続き実施していく。

記載箇所：4.2.1 洪水、高潮、地震・津波対策等に関する整備

流下能力向上対策の予定箇所

（木城町高城地区）

・平成２７年９月に台風１８号から変わった低気圧の影響で
記録的な大雨となり、鬼怒川が決壊し市街地が広範囲に浸
水。

高城地区は、河道断面
が不足しており、堤防が
決壊した場合に大きな被
害発生の恐れがあるた
め、河道掘削により流下
能力向上を図ります。

平成１７年台風１４号洪水で濁流が流下

（５） 河川整備計画内容の点検 結果（ハード対策の一例）
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（５） 河川整備計画内容の点検 結果 ※赤字：学識者懇談会における追加更新内容

河
川
整
備
の
実
施

Ｈ２５．８ 小丸川水系河川整備計画 策定

Ｈ２７．９ 河川整備計画 第１回 点検 （今回）

河川整備の進捗・実施状況

社会情勢の変化

■大規模な災害（H23東北地方太平洋沖地震、H24九州北部豪雨、H27関東・東北豪
雨）が発生し、災害対応のための法整備等が進み、河川を取り巻く状況が大きく変化
している。

■流域内の人口・土地使用の大きな変化はない。

■東九州自動車道の整備が進むなど流域内の開発は継続して行われており、河川改修の必
要性も変わらない。

■河川空間を活用したイベント、環境学習等の場として、継続的な利用が行われている。

■洪水対策等の整備を実施中。

■洪水時等の情報伝達、河川管理施設・流水・河川空間の適正な維持管理を実施中。

■総合的な土砂管理について、関係機関と連携して課題解決に向けた取組を実施中。

■環境学習・防災教育等、関係機関と連携し、地域とのコミュニケーションを推進。

点検結果

・引き続き、現計画に基づき、河川整備を実施する


